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 開  議  

 議  長  おはようございます。 

 本日の出席議員は、１５人につき定足数に達しております。 

これから、本日の会議を開きます。 

（９：３０） 

 日程第１  

 議  長  日程第１ 一般質問を、昨日に引き続き行います。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

１２番 内堀靖子議員 

 内堀議員  朝一番ということで、たいへん緊張しております。 

 まず、東日本大震災から１年を迎えようとしております。被災地ではまだまだ先が

見えない状況が続いております。私たちは一人ひとりができる範囲での支援を続けて

いくことの必要性を、今も強く感じているところです。 

 それでは、早速通告に基づきまして、２点の質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、地域の力と健康に関する調査について、でございます。 

 昨年、まちづくりの一環ということだろうと思うんですけれども、住民の方、４０

歳以上全員対象ということで、アンケートを取られたわけでございます。 

 その中で、私の周りだけだったかもしれませんけれども、このアンケートがたいへ

ん不評でございました。どういった趣旨なのか、これを今後どのように使っていくた

めのアンケートなのか、そういったものがよく分からない。署名がなぜ必要だったの

か、というふうなご意見をたくさんいただいたところでございます。 

 町長が常日頃おっしゃっておられますようにですね、住民の方とともにお互いが思

いやれるようなまちづくりを進めていく、ということについてはですね、やはり住民

の皆様のしっかりとした理解を得ることによって、それが進むということが大きな方

向性ではないか、というふうに思っております。 

 今回のアンケートについての、まず、趣旨、その分についてお答えをいただきたい

と思います。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 このアンケートにつきましては、ソーシャルキャピタルという考え方に基づく、ソ

ーシャルキャピタルというのが、健康に影響を与えるというようなことが、今、世界

で言われております。 

 その考え方に基づいたものでございまして、ソーシャルキャピタルとはどのような

ものかと言いますと、日本人がなぜ長寿なのか、というような考え方を出発点としま

して、研究されておるものでございますけれども。 

 日本人、働き過ぎであるとか、いろんなことが言われております。過剰摂取、それ

から喫煙であったりとかですね、そういうものがいろいろ言われておりますけれど

も、そういう中で、なぜ日本人が長寿なのかと。  

 それは、昔から言われておると思いますけれども、日本人の地域性であったり、そ

ういうものが健康に影響を与えていると、そういう考え方でございます。 

 そのことをですね、このアンケートの中である程度証明をしながらですね、この差

の、私ども健康について、というような意味合いでさせていただいた調査でございま

すけれども、今後何をしていけばいいかとかですね、そういうことを調べるものでご

ざいます。 

 それと、これは福大の協力の下に行っておりますけれども、福大とは以前から研究

を一緒にやっておりまして、医療のデータであるとか介護のデータ、それとか検診の
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結果などいろんなものがございます。 

 そういうものを突合させて、より個人の健康感だけではなく、より具体的なものを

出して、それを証明していこうというような考え方でございます。 

 また、そういうデータを広く公表することによって、今後のまちづくりなりを考え

ていただきたい、というようなもとで行ったものでございます。以上でございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  今、説明を受けたわけですけれども、そういった町の思いとかアンケートの趣旨が、

なかなか町民の皆様にきちっと伝わっていなかったのではないかというふうに思っ

ております。 

 重要なデータを集めるためにも、やはりその辺がきちんと回答できるような旨を、

やっぱり書いておくべきだったのではないかなというふうに思っております。 

 では、この回収率、そして結果と今後の分析をどのように行って、町民の皆様に提

示されていくのか、質問いたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 まず、回収率でございますけれども、対象者数は、４０歳以上の施設入所などの人

を除いた全住民に対して行っております。 

 対象者数が１６，５９８名でございます。そのうち回収が１２，４８９ということ

で、７５．２４％となるかと思います。 

 次に、結果でございますけれども、これは、この申請をしまして、国の決定が遅れ

た関係もございまして、９月の補正で予算化していただいたものでございますけれど

も、なかなか時間がございませんで、今、集計をしながらですね、報告書とかを並行

してやっているような状況でございます。 

 まだ私どもの手元には単純集計しかいただいておりませんけれども、その中で結果

として言えることとしましてはですね、「近所の一員である」とか「付き合いが大切

である」という回答というのは、やはりかなり高くて、９０％程度の回答を得ており

ます。 

 それと「近所付き合いが大切である」と答えた人と、「そうは思わない」というよ

うに答えた人の間では、やはり健康、これは自分の認識でございますけれども、自分

は健康であるとか、そういう認識におきますと、やはり１０％近くの差が出てきてい

るというようなことでございます。 

 「近所付き合いは大切である」というようなことで言われてても、なら「近所は信

頼し合っているか」というような項目にいきますと、それが６０％程度になっている

というようなことでございます。 

 また、「困ったときに相談や手助けをしてくれる人がいますか」というようなこと

で、かなり細かい聞き方をしていたと思いますけれども、車を出してくれる人であっ

たりとかですね、病気のときに買い物をしてくれたりとか、そういう項目については

かなり高い部分がございます。 

 ただ、「困ったときに法律の相談ができるか」とか、そういう専門的な項目になる

とかなり低くなってくると、そういうことがございます。 

 それとか、「いろんな団体の中で活動してありますか」というような問いに対して

は、地域的なものについては３０％ほどあるんですけれども、その他の趣味であった

りとかボランティアであったりとか、そういうものになってくると、１０％から２

０％ということで、かなり落ちて来るというような結果も出ております。 

 ただ、まだこれだけの情報では何をどうするか、というようなことにはならないと

思いますのでですね、もう尐し煮詰まった分析を待ちたいと思っております。 
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 今後の分析についてというようなことでございますけれども、今、いろんな項目を

点数化と言いますかですね、しまして、それと医療であるとか、そういうものとの比

較をしていきたいと。 

 それから、これは、データをすべていただくようになっておりますので、地域ごと

が見てみたいとか、あんまり小さな地域になりますと、誰が、どういうふうに書かれ

ているかというようなことが限定できるかな、というようなこともございますので、

ある範囲を考えながらですね、要望があればそういうのが調べることもできるという

ようなことです。 

 クロス集計をしていく中で、どの項目が一番健康に影響が出ているか、私ども健康

課でございますので、健康を中心その分は考えていきたいということで、集計をお願

いしているところでございます。以上です。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  まだ、アンケート自体が大学のほうに委託してあるということだろうと思うので、

現段階では行政としては、まだ中間ぐらいの把握しかできてないということですけれ

ども、最終的にいつぐらいまでに最終報告ができるのかということと、本来アンケー

トは、そのアンケートの分析によって、使用目的をきちっとした上でですね、アンケ

ートを本当は取っているはずだと思うんですよ。 

 その辺が若干あいまいだった部分があるのかなというふうに思いますけれども、そ

の２点、最終分析が、報告がいつになるのかと、分析の目的というのをもうちょっと

ですね。 

 健康課だけの部分は分かりましたけれども、私としてはこのアンケートがですね、

もっと深い意味を持って取ってあるんじゃないかな、というふうな感じを受けており

ますので、その２点について質問をいたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 まず、いつ頃までに結果が出るかというようなことですけれども、これについては

広報にも載せておりましたけれども、３月１６日の日に、このソーシャルキャピタル

というものを研究してありますハーバード大学の教授をお招きして、考え方と今の分

析の結果ということで、福大の担当してもらっています準教授ですけれども、来てい

ただいて報告会をしたいということで考えております。 

 その時までにはある程度のものを、最終とはなかなか行きがたいところもあるんで

すけれども、が出せると思っております。 

 国に対して報告書を提出する義務がございますので、それが今年度いっぱいですの

で、今はそこを頑張って急いでいるところでございます。 

 それと目的ですかね。 

 まず最初に、このソーシャルキャピタルの説明を受けまして、アンケートをしよう

というときに、福大の教授も医学部の教授でございまして、医療の関係からというこ

とで取りかかったわけでございますけれども、いろいろその後勉強していくうちにで

すね、これがやはりいろんな問題に絡んでくると。地域が付き合いが良くなってくる

と、やはり離婚率の問題であるとか、高校の中退率の問題であるとか、いろんなとこ

ろに、それとか経済まで絡むというような大きな問題を秘めているようでございま

す。 

 ですから、まずはその健康についての問題を考えたいと思いますけれども、これを

町の中で取り上げてもらうように、提案をしていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。以上です。 

 議  長  内堀靖子議員 
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 内堀議員  ３月１６日、私どもも案内をいただいておりますけれども、これが残念ながらです

ね、平日の午後ということで、なかなかお見えになる方が難しい条件なんじゃないか

なというふうに思っております。 

 いろんな講演会をされるときにですね、やはりどういうところが一番人を集めやす

いかというのをですね、今回講師の方のスケジュールの関係もあるというふうに聞い

ておりましたけれども、たいへん残念だというふうに考えております。 

 やはり来れない方にとってもですね、やはりきちんとした報告が必要だと思うんで

すよね。これは、どういった方法で住民の方提供されるようにしてあるんでしょうか。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 講演会の日程につきましては、たまたま今、ハーバードのイチロー カワチ教授と

言われますけれども、その方が岡山のほうに来られるというようなことで、その日程

に合わせてさせていただいております。 

 また終わってすぐ東京のほうに帰られるというようなことで、この日しか空いてい

なかったというのが実情でございます。そこはもうよろしくお願いしたいと思います

けれども。 

 どのようにしてこの結果をお知らせするこということですけれども、ダイジェスト

版を全戸配布したいというふうに考えております。以上です。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  町長にお伺いいたします。 

 町長は、いろんなところでですね、今、幸福度ということをよくお話になります。

今回の３月定例会の開会のあいさつでも幸福論について述べておられました。 

 まちづくりとは、幸福を求める永遠の取り組みであるというふうに、きちっとここ

に断定されているわけなんですけれども。 

 これがですね、平成６年、７年ぐらいからイギリス、ヨーロッパのほうから発祥し

たようで、また、ブータン国王が昨年日本にお見えになったときに、そういったお話

をされたということで、法政大学のグループが、そういったいろんな部分でポイント

化してランキングを付けたということで、震災の後ということもあって、本当に地域

住民にとって幸せなのは何かということで、今すごく話題になっているというふうに

思いますけれども。 

 町長の考え方、幸福度についての具体的な考え方がありましたら、お示しをお願い

したいと思います。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 まずもって先ほどのアンケート調査の問題につきましては、確かに様々なご意見を

いただきました。私も多くの方と言いますか、複数のグループの方々からですね、意

見をいただきまして、十分な説明が不足であったという認識でございます。 

 ただし、このアンケートの内容につきましては、今後の町の基本的な政策に反映で

きる内容だと、そういった思いでございます。 

 私もまちづくりは永遠の幸福の追求であると、心から思っております。 

 人は誰も幸せになりたいと思っております。また、生まれてくる子どもにも幸せに

なってほしいと願わない親はおりません。 

町も国も、そこに暮らす人が、幸せな人生を築いてもらうことが、まちづくり、国

づくりの目的であります。筑前町のまちづくりも「住んでよかった」、「訪ねてよかっ

た」というまちづくりを目指しております。 

 幸福感は個人によって、また町によって幸せの意味が違うものも確かでございます
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けれども、幸せを感じる人が尐ない社会、尐ない町は良い社会あるいは町とは言えな

いと思います。 

 高い収入があり、高い経済基盤や財政基盤が確立しておりましても、果たして人の

幸せと同義語であるかを考えることでもあろうかと思います。 

 大震災が起こりまして、人々の価値観が大きく変わったとも言われております。日

本はＧＤＰ世界３位という経済先進国でありながらも、幸福度が低いとされておりま

す。 

 日本で特別、特異なものは、高齢者が最も幸福度が低いという認識であることでご

ざいます。通常先進国での幸福度はＵ字型で、若年層と高齢者が高いそうでございま

す。 

 そういった中で、国が平成２２年度に、幸福感を判断する際に重視した事項として、

調査結果を見てみますと、上位に家族だそうでございます。２番が健康、３番が所得、

そして４番が精神的なゆとり、自由時間が上がっております。 

 もちろん人生の中のライフステージの中においてですね、１０代、２０代の一番の

幸福度を感じるものは、やはり友達であり結婚であり恋愛であると。さらに３０代、

４０代になっていけばですね、やはり所得であり経済であると。５０代以降になれば、

より健康への関心度が高くなるというような傾向が出ているようでございます。 

 また、幸福度判断の際にですね、そのようなことが私は町長といたしまして、個人

的な思いではなく町長といたしまして、幸福とはそうあるべきものだと、まちづくり

の中で位置付けるものだと考えております。 

 これが、こういった今回のアンケート調査がですね、より分析が進みますと、町の

基本的な政策、総合計画の中に当然反映させていかなければならないと、そのように

考えます。以上でございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  幸福というのが、一人ひとり本当に考え方が違うので、同じ一定条件においても、

それを幸せと思えるかどうかというのは様々だと思います。 

 しかし、私はですね、行政のする仕事は、それをやはり数値化して、きちんと表し

ていくことではないかというふうに思っております。 

 インフラ面だけで、ＧＤＰが高くて、きちんと経済がしっかりしていても日本人は

なかなか幸せの価値観が得られないというふうに言われましたけれども、やはり概念

的なものだけではなくてですね、行政の仕事はやはり住民の皆さんに目に見える形

で、きちんとサービス体制を整えていくということが、大きな行政の仕事ではないか

というふうに思っております。 

 町長の今の答弁の中でも、今後の総合計画の中できちんとそれを活かしていくとい

うふうにおっしゃったので、それが目指すまちづくりなのかなというふうには思いま

す。今後ともしっかりとやって、やはり思いだけではですね、伝わらない部分は当然

あると思います。この４年間の任期、３年終わるわけですけれども、教育の面とか地

域ボランティア、地域づくり、そういった面でしっかりと町長には取り組んでいただ

いて、それなりのポイント的な、点数的なものも出てきていると思うんですよね。今

後やはりそれを、より多くの人たちが実感できるようなまちづくりが、今後必要だと

いうふうに思っております。 

 ということで、今後また、しっかりとまちづくりを進めていただきたいなというふ

うに思います。 

 私は、今回は健康推進課が医療関係の改善を求めて、このアンケートを取ったとい

うふうに思いますけれども、やはり町長、今言われたように、これは、地域づくりの

基本なんだ、そういった住民の気持ちをすくい上げるアンケートだったというふうな

ことを、今後皆さんに十分理解をしていってもらってですね、まちづくりを進めてい
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っていただきたいなというふうに思っております。 

 では、続きまして、子育て支援についての質問に移りたいと思います。 

 まず、ファミリーサポート事業のことについて、質問をいたします。 

 本町では、平成１８年度よりファミリーサポート事業が行われてまいりましたけれ

ども、２４年度より新しい体制となって新規にスタートするようになっておりますけ

れども、まず、その１８年度からの経緯、そして今回変わる経緯を報告していただき

たいというふうに思っております。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えいたします。 

 経緯としまして、先ほど言われましたように、１８年度から町独自の子育て支援と

してサポート事業を開始いたし、サポーターグループに委託をして行ってまいりまし

た。 

 その活動の中で、車での送迎について、これは、ボランティア活動として、これま

で実施してまいりましたが、道路運送上の違法性について、当時はっきりした見解が

示されておりませんでしたが、厚労省と国土交通省の協議によりまして、ファミリー

サポートセンター事業における送迎のみが、道路運送上の違法性がないという見解が

示されましたことと、次世代育成支援行動計画の後期計画におきまして、ファミサポ

へ移行するという計画を立てておりました。それに基づいて移行することを決定した

わけでございます。 

 また、ファミリーサポートセンター事業は、総合援助組織で行われますことから、

会員となるための講習会の事業者のみが会員として登録できたり、ファミサポの要件

を満たす内容で実施するものでございます。以上でございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  今回新しくされる事業の概要をお願いいたします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えします。 

 概要としまして、ファミリーサポートセンター事業は、実施主体は筑前町ですが、

会員相互の援助活動で、会員による合意と責任のもとに、契約をもって行われる活動

でございます。 

 町が設置しましたファミリーサポートセンターにアドバイザーを置きまして、アド

バイザーを介して援助を受けたい人と援助を提供できる人の調整を行うもので、さら

にセンターが講習会の開催、会員の登録、会員証の発行、保険への加入などを行うも

のでございます。以上です。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  事業主体としては町がするけれども、基本的には会員同士の契約ということで、会

員同士に責任がきちんとあるというふうな定義付けで、今回の事業がなされると思い

ますけれども。 

 この事業にあたってですね、事務局となる町のコーディネーターとしての役割の重

要性、そしてまた、この事業の今後の課題というものをどういうふうに考えてらっし

ゃるのかをお聞きします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えします。 

 課題につきましては、２４年度からの実施になりますので、現段階としまして、援

助会員の確保をすることが大きな問題だと思っております。 

 また双方に、援助する人、援助される方、双方に事業内容の理解をしてもらうこと

に力を注いでいくことだと思っております。以上でございます。 
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 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  概要のところでですね、今までの利用者数とかいうのが出てなかったので、その分

をお願いいたします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えします。 

 サポート事業が１８年度から２３年度までの、入られるときに、１０年間有効とい

うことで申し込みをされておりました。 

 それで、１８年度から２３年度までの登録者数でいきますと、３４３人の登録者が

ございました。 

 ２２年度のこの利用は、利用人数の延べ１８４名、利用回数が６８８回ということ

です。 

 ２３年度は、利用人数が５８人、利用回数が延べ１９４回ということでございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  年度を挟んですごい、なんか３分の１ぐらいに激減しているんですけれども、その

理由はどういうふうに。利用人数がすごく減っているんですけれども、その理由とし

てどういうふうなことがあるのでしょうか。 

 議  長  こども課長 

こども課長  ２２年度と２３年度を比較しますと、利用数がかなり減っておりますが、これが先

ほど申しました車での送迎が、２２年の９月にファミリーサポートセンター事業のみ

が道路交通法上違法性がないということで、見解が出されておりまして、ただ、ファ

ミリーサポートセンター事業を筑前町のほうがやっておりませんでしたので、その連

絡が筑前町のほうにはございませんで、今度要綱を作るときに、県のほうにお尋ねを

して、そのことが分かったわけです。 

 それで、２３年度の６月ぐらいにサポートしてくださる方に集まっていただいて、

送迎は違法性があるということで、できないということを申しました。 

 かなりサポート事業の利用が、送迎で利用される方が多かったということで、これ

が減ったと思います。以上でございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  基本的には預けに行って、そこで見てもらうというのが基本で、やはり車で移動す

るというのも、本当はニーズが高いと思うんですけれども、その辺がなかなか利用で

きないということで、人数が減っていったというふうに理解をしました。 

 先ほどの事務局を町が持つということで、今後の課題ということですけれども、相

互の援助会員の確保が、預けるほうと援助会員の確保が大変ということなんですけれ

ども。 

 今後、今、４回１セットの計画で町が講習会を実施してありますけれども、その辺、

何人ぐらいの参加者があって、年度を重ねるごとに、今後サポーター計画をどういう

ふうに立てて行かれるのかという部分について、お聞きいたします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えします。 

 今回、２３年度に援助会員向けの講習会を実施いたしました。それが３月６日に一

応終了したわけでございますが、その参加が１２回合わせまして６６名で、１回に５．

５人になるところでございます。援助会員の登録者は３月８日付で６名あったという

ことでございます。 

 この講習会は、来年も引き続き行っていく計画でございます。来年度は１２回、今

年と同じような形で講習会を開いて、援助会員を募ってまいります。 

 依頼会員につきましては、今年度は、依頼会員は事業説明を必ず受けていただいて、
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会員になるということでございますので、今年度３月１５日に一度事業説明会を行い

まして、４月にも事業説明会を行うということで、順次事業説明会については、計画

をしていくところでございます。以上でございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  核家族化といったような状況でですね、今後こういったニーズについては、たいへ

ん増えていくのではないかというふうに思っておりますけれども。 

 ちょっとこの人数的にするとですね、ちょっと心もとないかなというふうに思いま

すので、やっぱり年度ごとにきちっとサポーターを要請していっていただくことが重

要というふうに思います。 

 そして、このサポーター事業をやっているところを全国的に見ますと、事故もやっ

ぱりあっているんですよね。 

 今回、公的な施設が使えないということで、特に見えない部分があるというふうな

ことで、事故があったときにどういった対応を取られるか、というのがたいへん問題

に、あってはならないことなんですけれども、その辺をどういうふうな体制を取られ

るのかをお聞きいたします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えします。 

 まず、センターが保険に入っております。 

 保険に入りますが、対応については、先ほど申しました、それぞれお互いに行って

いただくということになります。 

 事故が起きてはいけませんが、事業説明でお互いの合意と責任によって契約するも

のであることをしっかり周知をいたしまして、そのために講習会受講を必須のものと

しております。 

 町としましても事故が起きないように、依頼会員と援助会員の事前の打ち合わせが

ございますので、十分な打ち合わせをしていただくということと、活動後の援助会員

の援助活動報告書というのを、依頼会員とセンターに提出していただくことになって

おります。 

 援助活動などが変更になる場合は、センターへの報告も必須ということにしており

まして、援助内容をセンターがしっかり把握することとしております。 

 事故が起こりましたら、やはり保険とかの対応で行うということになると思いま

す。 

 これは、先ほども申しますように、援助会員、依頼会員のお互いの合意責任のもと

で行っていただくというものでございますので、双方で行っていただくということに

なると思います。 

 町は、その保険関係の手続きをしたり、全然責任がないというわけではございませ

んので、そこの状況によっては話を聞いたりということでありますが、基本的には双

方でやっていただくということが基本でございます。以上でございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  もう１つ質問があるんですけど、この事業はですね、契約なので、当然そこに対価

が支払われるわけですけれども、どういった金額で今までの事業がなされていたの

か、お聞きいたします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  利用料につきましては、サポート事業のときは１時間７５０円ということで、町が

４００円の負担をしておりました。個人で３５０円払っていただくということでござ

います。 

 ファミリーサポートセンター事業に移りましては、１時間７００円ということで、
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これは、町は負担いたしませんで、双方で報酬として、利用された方が援助される方

に支払うというような形でございます。以上でございます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  町長にお伺いいたします。 

 今回、このファミリーサポート事業は、子育て支援として事業が計画されているの

だというふうに理解しておりますけれども、それでよろしいでしょうか。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  そのように認識しております。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  こういうふうに見てみると、実質的にこの事業自体が、利用者が増えるような傾向

にもないということ、援助会員の確保がなかなか厳しいということ、そして、今まで

助成してきた分についてもですね、町としては助成をしなくて、時間当たりの単価は

下がってくるけれども、実質の受益を受けられる方の負担は重くなる、というふうな

形になっているのではないかなというふうに思っております。 

 国の指針で町が取り組んでいる部分なので、なかなか難しいところはあると思うん

ですけれども、町単でそういうふうに子育て支援を行っていた部分がですね、国のそ

ういった施策を利用することによって、あまりいい状況に向かわないということであ

れば、本当にこれがですね、筑前町にとっての子育て支援というふうな形になるのか

を、今後十分検討する必要があるのではないかというふうに思っておりますけど、そ

の辺はいかがでしょうか。 

 議  長  こども課長 

こども課長  確かに議員がおっしゃるように、利用される方は負担が多くなると思います。 

 ただ、このファミリーサポートセンター事業が、現在の核家族化が進む中で、地域

の中で子育てを、以前やっていた地域の中で育てていた、それから同居で両親とかに

も協力しながらやっていただいたというような、昔ながらの子育ての、地域での子育

て力を再現させるような、人となりでの子育ての支援を望むものです。 

 もし数が減ったとしましても、その子どもさんについて、お互いに家族でその子ど

もを支えていくような、密接な関係ができていくことを望んでおります。 

 数が増えない分については、そこのところは仕方がないんですけど、その活動が普

及しますと、とてもいいことが広まりまして、そのことで尐しずつでも利用があって、

地域の子育て力が伸びていけばいいかなというふうに考えております。以上でござい

ます。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  時間７００円の単価をどういうふうに考えるかというのは、重要なところであると

思いますけれども。 

 私たちが子どもを育てる中でも、やはり子どもの命を預かって、それに責任を持つ

ということは、７００円という単価は、高いものではないというふうには思っており

ます。 

 これもですね、お金の契約というよりは、筑前町のそういった子育ての地域づくり

というか、その受け皿づくりというふうに、今回は受け止めたいと思いますけれども、

先ほど上げましたような部分についてはですね、十分今後とも検討していって、今年

度の事業を見ながらでも、変えられる分は変えていっていただきたいなというふうに

思っております。 

 最後に、子ども手当支給状況について、お伺いをいたします。 

 昨年の１０月に制度設計の改定が行われておりまして、今後３月までに支給の分に

ついては、改めて手続きをしないと頂けないということですけれども、筑前町の子ど
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も手当の支給状況についての報告をお願いいたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 支給状況というようなことでございますけれども、申請状況、３月までに申請をす

れば、来年度の予算ということになりますけれども、４月以降に交付ができるという

ようなことで、今の申請状況ということでお答えしたいと思いますけれども。 

 昨日現在で、未申請者が４８名おられます。率にしまして２．２％というところで

ございます。以上です。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  私が一般質問をお願いしたときよりも、若干また数字が改善されているのかなとい

うふうに受け取りました。行政の努力があっているものと思います。 

 受け取られていない４８名、２．２％の方に対しまして、今後行政としてはどうい

った対応かを取られる予定はあるのでしょうか。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 子ども手当につきましては、今度の分を受け取るためにはですね、３月３１日まで

の申請が必ず必要になってきます。 

 ２月末で、先ほど議員が言われましたけれども、６７名ほどおられました。まず、

この方たちにすべて電話をいたしまして、そのうち連絡が取れました方が３７名ほど

おられます。不在の方が３０名ほどおられたんですけれども、不在の方につきまして

はですね、再度個人通知を差し上げております。 

 ３月上旪には防災無線のほうでも流させていただいておりますし、広報につきまし

ては、毎月のように広報にさせていただいているんですけれども、２０日前後でもう

一度状況を見まして、再度個人通知なり電話なりの対応を考えながら進めていきたい

ということで考えております。なるべく全員の方に受け取ってもらいたいということ

で進めております。以上です。 

 議  長  内堀靖子議員 

 内堀議員  子ども手当に対してはいろんな考え方があると思いますけれども、こういった制度

がある以上、有効に使っていただいて、子どもの成長に役立てていただきたいと思う

のと同時に、地域経済の一助になればというふうに考えております。 

 今後とも子育て支援をしっかりと頑張っていただきますようお願いして、私の質問

を終わりたいと思いますけれども、１つ訂正をいたします。 

 最初の質問のところで、私が健康課のことを健康推進課というふうに発言をしたと

いうことですので、訂正をさせていただきます。以上で終わります。 

 議  長  これにて、１２番 内堀靖子議員の一般質問を終了いたしました。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 １０時２５分から再開いたします。 

（１０：１５） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

 （１０：２５） 

 議  長  １０番 梅田美代子議員 

 梅田議員  東日本大震災から１年を迎えようとしております。１日も早い復興を願うばかりで

ございますが、長い道のりであると思います。被災者の皆様には、本当にせめて心だ

けは寄り添い続けていきたいと思っております。 
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 それでは、通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

 まず、健康問題について、でございます。 

 医療費抑制のための検診率向上について、でございます。 

 国保会計は２３年度に続きまして、今年度も当初予算に２億円を投入するという厳

しい状況でございます。医療に対する意識改革が必要であり、医療費抑制のための早

期発見、早期予防、そして早期治療による予防重視を図る必要があると考えておりま

す。 

 厚労省は、各保険者に２４年度までに検診率を、市町村国保、特定健診でございま

すが、６５％目標を定めております。また、がん検診については、２３年度で５０％

とするような目標設定がされておりました。 

 こういった状況の中で、本町の国保の特定健診率、がん検診それぞれありますが、

受診率をお尋ねいたします。 

 そして、その受診率は全国平均、また県平均の中で、どの程度筑前町が位置してい

るのかを、まずお尋ねをいたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 まず、特定健診の受診率でございますけれども、本年度はまだ確定の数値ではござ

いません。まだ、個別健診につきましては、３月３１日まで病院のほうで受診ができ

ますので、確定ではありませんけれども、現在２７．８％ほどいっております。昨年

からしますと、３％ほど伸びております。 

 これは、個別健診の受診率が下がってきているというようなことがありますけれど

も、集団健診におきましては、３０％ほどの伸びをしているところでございます。 

 県、全国との比較というようなことでございますけれども、全国的なものはまだ２

１年の数字しかございません。 

 県でいきますと、２２年度が２６．５％でございます。全国、２１年は３１．４％

でございます。 

 がん検診でございますけれども、主なものだけ申し上げたいと思いますけれども、

胃がんにつきましては、本年度９．５％、昨年より１．２％伸びております。全国の

分につきましては、２１年度で１０．１％、県で６．９％でございます。 

 次に、子宮がん検診でございますけれども、子宮がん検診につきましては、ほぼ昨

年と同率の２０．６％でございます。全国につきましては、これも２１年度しかあり

ませんけれども、２１．０％、福岡県で２１．７％でございます。 

 乳がんの検診につきましては、本年度、これも、子宮がんのほうもでございますけ

れども、個別の病院での健診もございますので、まだ確定ではございませんけれども、

２３．２％でございます。これにつきましては、１．３％伸びております。全国が１

６．３％、これは２１年でございますけれども、県が１５．９％でございます。以上

でございます。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  今、受診率をお聞かせいただいたわけでございます。なかなか数値的から見れば、

がん検診につきましては、５０％をはるか届かない状況でございますし、特定健診に

おきましても厳しい現状が続いているというふうに感じるわけでございます。 

 特定健診について、目標達成の見通しはどうであろうか、というふうにお尋ねした

いと思っていましたが、なかなかこれは、見通しが厳しいという回答しか得られない

のかなと思います。 

 ただ、この目標を国が示しておりますが、達成しなかった場合、ペナルティと言い

ますか、交付金削減と言いますか、何か聞くところによりますと、後期高齢者医療制
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度への財政負担が平成２５年度から最大１０％内で増減するというふうに言われて

おりますが、この交付金削減、どのくらい見込まれるわけでございましょうか、お尋

ねいたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 特定健診のペナルティにつきましては、後期高齢者支援金の加算、減算というよう

な形で行われるというようなことになっております。 

 ただ、今、国のほうで、どのような方法でそれをやるのか、というようなことが協

議されているわけですけれども、今の１つの出ています案としましては、平均である

とか、目標６５％の半分であるとか、を超えるか超えないかでペナルティをする。 

 また、６５％を超えているところには、支援金の減額、こちらから出す分の減額と

いうようなことで、なるというようなことで、いろんなパターン、今、市町村側から

も、市町村につきましては先ほども申し上げましたように、全国的にもまだ目標に達

していないと。目標に達している部分につきましては、これも数字が古いですけれど

も、２１年度で２１市町村ぐらいしかないというようなことで、それをどうやるかと、

市町村側からも影響が出ないようにということで、今、厚生省の作っています保険者

による健診・保健指導に関する検討会というようなところで協議が行われておりま

す。 

 最高１０％を切ったときにどうなるか、影響額というようなことですけれども。 

概数で申し上げますけれども、支援金としまして、町のほうから出していますのは、

３６５，０００千円ほどございます。それの１０％ということになりますと、３６，

５００千円というような影響が出ると。 

 ただ、これも１０％をすべてするのか、段階的にするのかという、いろんな議論が

あっておりますので、今の段階では何とも申し上げられないところでございます。以

上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  担当課におかれましては、２３年度早期健診とかレディース健診とか、また、商工

会への団体予約健診とかですね、本当にいろいろ一生懸命取り組んで下さっていると

いうことは、私も十分理解いたしまして、これは評価しているわけでございますが。 

 結果としてですね、なかなか本当に厳しい現状に変わりがないということで、ペナ

ルティがまだ具体的にはっきり出てないということですので、本当に今後どうなるか

というのは何とも言えないと思いますが、この検診率が向上しない理由と言います

か、どのように健康課では分析をなされておりますか。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 ２３年度にいろいろ健診の方法、先ほど申されましたレディース健診でありますと

か早朝健診、レディース健診などいろんなものをやってきたわけですけれども。 

 その中で、１つやはりお知らせの仕方が、１つは問題があるかなと。ただ、これだ

けで６５％達するのはちょっと無理と思いますけれども、かなり１、２％の影響とい

うのは出てくるのかなというふうに考えております。 

 それともう１つ、やはり今、個別健診のほうがですね、大体２３年度の目標としま

して、３０％超えぐらいを内心願っていたところでありますけれども、実際集団健診

におきましては、先ほども申し上げましたように、受診者数にして３０％ほど伸ばす

ことはできました。 

 ただ、その反面個別健診というのが、かなり落ちる見込みでございます。対象者数

５千何百人ということで、５０名で大体１％というようなことで、単純計算できるん
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ですけれども、２％、１００人ほど減るのかなというようなことでですね、やはり病

院の先生方にも、この特定健診の重要性を訴えながら、これは６５％というのは、ほ

ぼ集団健診でできる数ではございません。やはり病院との連携が大事になってくると

いうようなことで、そこら辺りを、今後２４年度に向けてはやっていきたいというこ

とで、考えているところでございます。以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  今、お知らせの仕方に問題がある、というふうな分析もされておるようでございま

すが、やはりこの医療費抑制のためということでですね、やはり２億円から投入して

いるということでありますので、こういったことも、やっぱりこれだけ国保にお金が

つぎ込まれていると言いますか、そういったことをしっかりとまた訴えていただい

て、お知らせを、「だから予防が大事なんです。」「健診が大事なんです。」ということ

をですね、やっぱり訴えていかれる必要があるんじゃないかと思います。 

 ただ、確かに自分の健康は自分で守る、そのために健診を受けて予防していくとい

うことは、もう自己責任の部分でありますけれども、やっぱりそれと同時に、実態を

きちっと分かっていただいて、そして、だから健診を受けてほしいというような、そ

ういう訴えの仕方というのは、重要じゃないかなというふうに考えますので、それと

個別健診には努力をして、今後また病院との交渉になると思いますが、そこで努力を

されるということでございますので、そういったことも踏まえてですね、やはりお知

らせの仕方なり取り組んでいただきたいと思います。 

 それともう１つ、これは、２月２５日の読売新聞を見ておりましたら、志布志市、

鹿児島ですが、自治体を対象として受診率が５０％を上回ったところは、報奨金を差

し上げるというような取り組みもなされているようでございますので、こういったこ

とも参考になるんじゃないかと思います。 

 やはり地域を上げて、顔の見える範囲で、お互いに受診に行きましょうということ

も、受診率を向上させる１つの手立てとなるんじゃないかというふうに思いますが、

この点についてはどのようにお考えでしょうか。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 議員がおっしゃいますように、地域で推進してもらうということは、非常に大事な

ことかなと思っております。  

 ２３年度におきましても、９月の区長会にかけていただきまして、区で放送してい

ただくとかですね、それをお願いしているところでございます。 

 ただ、区に報奨金とかですね、そういうところは今のところ考えておりませんけれ

ども、やはり区長さん方からもですね、こういうことはどんどん言ってくれというこ

とで、一区長さんからはですね、区長会が終わった後に言われたこともございますの

で、やはり区長さん方にもどんどんお願いして、やはり全員の健康のためでございま

すので、お願いしていきたいと思っております。以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  担当課としては、努力がなかなか数値として上がって来ないということで、いろい

ろあると思いますが、今後ともしっかりと頑張っていただきたいと思います。期待を

させていただきたいと思います。 

 次に、うつ等の精神疾患について、でございますが、これは、昨年６月議会につい

ても質問させていただきました。 

 厚労省は、がん、脳卒中、心臓病、糖尿病に、今回精神疾患を加えて５大疾患とす

るようなことを決めたと聞いております。 

 ２３年度版の自殺対策白書では、１３年連続で３万人を超えている現状でございま
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す。 

 以前の回答で、健康課として把握はなかなか難しいということでございましたが、

専門家によります相談窓口等が、こども課から健康課に担当を移して、月２回、相談

員が個別対応で相談実施されているということ、また、そして広報や防災無線を使っ

て、相談窓口の周知にも取り組んでいただいている、本当にこの努力にも敬意を表し

たいと思いますが、その後の把握状況はどのようでございますでしょうか。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 先ほど言われましたように、年間、全国で自殺者が３万人以上というようなことで

ございますけれども、ある報告によりますと、８人に１人がうつ病の経験があるとい

うようなことも、報告によればあるようでございます。 

 ただ、今まで心の相談会とかいろいろなことをやっておりますけれども、なかなか

来ていただける方が尐ないというのは事実でございます。相談に来ていただけない

と、なかなか分からないというのが現状です。 

 先ほど月２回と言われましたけれども、以前は月１回、病院の先生に来ていただき

まして、２時半から４時半までの受け付けというようなことでやらせていただいてお

ったんですけれども、２月から体制を入れ替えまして、相談員の方にですね、資格を

持った相談員の方に、月２回来ていただいて、１日ですね、１０時からになりますけ

れども、１０時から１５時まで受け付けというようなことで、回数を増やして、今現

在やっているところでございます。 

 ちなみに保健所のほうでも毎週火曜日行われておりますので、そこと連携をしなが

ら、今やっていっております。 

 この月２回、相談員の効果が上がりましたら、これを継続しながらやっていきたい

というふうに考えているところでございます。以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  なかなか実態把握というのは難しいのかな、というふうに理解はいたします。 

 ただし早期発見が難しい病気というのは分かりますが、発見が早ければ早いほど、

やはりその対策はあるというふうにも聞いておりますし、治療期間が短くなるわけで

あります。 

 窓口相談というのは、なかなか来づらいという面、当事者にしても家族にしてもあ

ると思いますので、できましたら、０１２０の電話番号がありますけれども、そうい

ったのを設置したりとかですね、また、精神対話士とか精神保健福祉士、臨床心理士

などおられますけれども、そういう方々を活用されての訪問相談と言いますか、そう

いったことはできないものでしょうか、お尋ねします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  訪問相談につきましても、件数は非常に尐ないですけれども、現実やっておるのは

やっております。 

 １件とか２件とかのですね、本当に尐ない例ですけれども、やはり病院との連携の

中で、訪問してくださいとかですね、そういう連携の中からやっております。 

 特定健診の中でですね、訪問するケースができた方もございます。 

 訪問検診については、件数とか数が増えるからどうのこうのというようなことはな

くて、やはり訪問したいというようなことではあるんですけれども、なかなか相談で

あるとかですね、まず最初に、その行く先の問題ですけども、そこが把握できない。 

 ただ、１つ私どもとしましては、病院へ繋ぐということも１つの方策としてやって

おりますので、病院へ繋いで、そこで治療を受けていただくというようなことが主で

はございますので、ただ訪問につきましても、やはり状況を見ていくというようなこ
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ともございますので、そういう要請とか相談がございましたら、それは積極的に係わ

っていきたいというふうに考えております。以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  まずは電話でご相談するということが、一番やりやすいのじゃないかなというふう

に思いますので、そこからしっかり対応していただきたいと思います。 

 それと一家の働き手が発病された場合なんですが、これが経済的な問題も伴いま

す。相談体制、医療の部分はもちろんなんですけれども、福祉的な支援とか、また、

就学援助金等の支援、これは、教育課のほうになると思いますが。 

 やはり健康課、福祉課、教育課なりが連動しあいながらですね、そういった当事者

の方がおられた場合、この相談体制を連動しながらやっていただきたい。 

 やはりどうしても経済的な面、一家の働き手の方は、そういうふうな実態が多ござ

いますので、今の時代ストレスが多いですので、誰がいつ、こういう状態にならない

とも限りませんので、こういうことも踏まえて、今後しっかり対応をお願いしたいと

思います。 

 次に移ります。 

 認知症サポーター養成事業について、でございます。 

 町内でもお年寄りが行方不明になられて、消防団や地元の方が捜索に動かれたとい

うことが、これまでも発生したわけでございます。 

 認知症サポーター養成講座が開催されております。高齢化の急速な進展に伴いまし

て、本当に必要な事業であると認識しておりますが、町内で受講されて、今、何人の

方がサポーターとしておられるのか。 

 これが１０人以上であれば講師を派遣してもらえるということのようですが、団

体、グループ、何カ所ぐらいで開催されておるのか、そしてサポーター養成の目標人

数と言いますか、そういうのは定められているのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  福祉課長 

 福祉課長  お答えいたします。 

 養成講座参加者というようなことと、あと回数。 

 この養成講座につきましては、筑前町では平成２１年度、２１年度につきましては、

２２年の１月からというようなことでございましたので、３回、１１５名参加があっ

ております。 

 それから、平成２２年度につきましては、２０回で３８５名と、それから、平成２

３年度につきましては、先月末というようなことで、１１回で２２９名、合計では７

２９名、今のところ参加いただいておるところでございます。 

 それから、参加団体等につきましては、各地区で実施されておりますいきいきサロ

ン、それから町内にあります福祉施設、それからＪＡの女性部、それから各地域にあ

ります地域サークルと申しますか、そういったところ。それから銀行等も行かせてい

ただいておるところでございます。 

 それから、目標人数ということですけれども、これにつきましては、もともと認知

症の知識を持つサポーターですが、地域の中で認知症の方を見守ったり声をかけたり

する、そういったことで、特別なことというようなことでの支援ではございません。 

 したがいまして、そういったものがサポーターとしての役割、地域における見守り

体制の強化に繋がっていくというような形でございます。  

 したがいまして、目標人数というよりもむしろ全体でやっていただく。そういった

考え方ですので、これにつきましても、引き続きやっていきたいというふうに考えて

おるところです。 

 目標人数というよりも、社会全体でやっていくというような考え方でございます。
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以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  現在、７２９人の方がサポーターとしておられるということで、確かに地域全体で

見守るという、これは大事な視点だと思いますので、そしてまたグループ、団体がそ

れぞれ、銀行等までこういうふうに講座を受けてくださっているということはすばら

しいと思いますが。 

 今後ともさらに、これが地域の輪となって広がっていきますように、しっかり声か

けを必要じゃないかなと思います。 

 これまでもして来られたとは思いますが、その取り組みというのは、高齢化社会の

進展に伴いまして、ますます重要だと思いますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 本当に地域で支える「見守りたい」と言いますか、応援者づくりでございますので、

やはり学んで意識を芽生えさせていくと言いますか、認知症の方を理解していくとい

うことが大事と思います。そして、それが地域の繋がり、絆もより強く結ばれていく

ことになると思います。 

 そういったことで、地域の子どもたちなんですけれども、地域の高齢者と遭遇する

場合もあると思いますし、家族においては、おじいちゃん、おばあちゃんがそういう

状態にいる子どもたちもいると思います。 

 やはり人間の尊厳と言いますか、そういうことを学ぶ機会にもなるんじゃないかと

思いますので、学校の教育現場において、こういうふうな認知症サポーター養成の授

業と言いますか、そういう、授業とまではいかなくても、総合的学習の場で取り組み

ができるものなのかどうなのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 学校現場では、現在、小学校で総合的な学習の時間の中で、例えば「考えよう高齢

者の課題」とか、そういったテーマを持ちまして、高齢者施設との交流会を行ったり

しまして、高齢者の介護等を理解する取り組みを行っております。 

 また中学校におきましては、技術家庭科の家庭分野の授業の中で、家族と家庭生活

という単元におきまして、高齢者の介護、病気への理解を深めているところでござい

ます。 

 認知症サポーター養成講座の受講等についてご質問がございましたが、ただ今申し

ましたような時間を含めて、授業の中で取り組むことは可能と思われます。 

 ただ、認知症サポーター養成講座の講師の派遣とか、そういった部分がございます

ので、今後、関係機関と連携を図りながら進めてまいりたいと、そういうふうに考え

ております。 

 また、中学生につきましては、災害時の要援護者に対する支援者としての教育と合

せて取り組めたらいいなというふうに、そのように考えておるところでございます。

以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  本当に、やはり地域の中で子どもたちが心優しく、また温かい気持ちを持ちながら

ですね、そういう認知症の高齢者の方にも接していただけるような、そういう子ども

にぜひ成長してほしいなという思いでございますので、総合的学習なり、中学校の授

業の中でしっかりと取り組んでいただくということでございますので、期待をしたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、次に移らせていただきます。 

 脳脊髄液減尐症について、でございます。 
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 脳脊髄液減尐症とは、脳と脊髄の周りを満たす髄液が、交通事故やスポーツ、転倒

などの衝撃により、脳脊髄液が漏れだすというものでございます。 

 症状として、慢性的頭痛、めまい、思考力低下、倦怠感などを引き起こすものです。 

 この日本医療企画が発行しております冊子によりますと、学校の中で体育の授業中

や部活動の練習中に起きた事故、また、吹奏楽の演奏、息をふうっと吹き込んだあれ

で発症するという例等が報告されております。 

 脳脊髄液減尐症について、文科省から平成１９年６月１５日付で、学校におけるス

ポーツ外傷等の後遺症への適切な対応について、ということの通知があっていると思

います。この取り扱いはどのようにされているのか、また、教育現場への周知、され

ておるのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 議員が先ほど申されました文科省の通達につきましては、たいへん申し訳ございま

せんが、うちのほうでは現在のところ把握をしておりません。 

 脳脊髄液減尐症につきましては、議員から今回質問があるまでですね、私どもも十

分認識は持っておりませんし、また、学校におきましてもですね、一部養護の先生方

にはそういった情報はあっておりますが、一般の先生方にはですね、十分な認識がな

されるところまでは至ってないというような状況でございます。 

 議員ご指摘のとおりですね、学校に行きたい、勉強がしたいと願いながら、病気に

対する周囲の理解を得られず悩んでいる子どもたち、不登校になっている子どもたち

がいるという状況を踏まえまして、改めて不登校児童・生徒の実態把握を行いながら、

学校や家庭でこの病気に対する正しい理解が図られ、適切な対応が行われるように、

この問題についての教職員、保護者等に対する周知や啓発に今後取り組んでいきたい

というふうに考えております。 

 この件につきましては、早速３月の定例校長会のおりに、議員からいただきました

資料を提供しながら、全職員に周知徹底をするようにという指導を行ったところでご

ざいます。以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  私の今回の質問で、そこまで取り組んでいただけるようになった、きっかけ作りが

できたということは、たいへんありがたいなと思います。 

 それで、本当に、今、課長から答弁がありましたが、自治体によっては年度初めに

各学校の定期健康診断において調査をされているところもあるようでございますの

で、そういったこともできましたら取り組みをしていただけたらと思っております。 

 それと、この冊子でございますが、１冊税込みで４００円なんです。それで、こう

いうのを各学校に数冊でも購入していただいて読んでいただければ、理解の一助にな

るのかなというふうに、他にもいろいろ資料等はあるのかもしれませんが、そういっ

たので、一助になるのではないかなというふうに思いますが、その点はいかがでござ

いますか。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 たいへん貴重なご提案でございますので、早速教育委員会で検討させていただきた

いと、そのように思います。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  ようやくですね、最近テレビ等でも、この問題は報道され始めたばかりでございま

す。 

 健康課として、この脳脊髄液減尐症について、やはり町民の方に周知していただく
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ことも大事じゃないかなと思っております。やっぱり認識していただくことが大事と

思います。 

 そういったことで、ホームページとか広報等を通じての情報の提供と言いますか、

そういったことはぜひやっていただきたいと思いますが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 この脳脊髄液減尐症につきましては、私個人としましても、質問通告を受けまして

初めて知ったような次第でございますけれども、症状等については、保健師等は知っ

ていたようでございますけれども、ただ、まだ診断のガイドラインとか病名でありま

すとか、そういうものがまだ出されていない状況でございます。 

 治療できる病院の情報でありますとかですね、症状につきましても、読むとかなり

の数になるんですけれども、症状事態だけでかなりございまして、ほとんどの部分が

当たる症状になっております。 

 今の段階ではですね、なかなかこれを広報して、相談を受ける体制もないというよ

うな状況でございます。 

 厚労省は、２０１２年の診療報酬改定の際に、これを保険適用にするというような

ことを、当時の長妻厚生労働大臣が発言されているというようなことがございます。 

 それまでにガイドラインの作成であったり、そういうものをされていると思います

ので、もう尐し様子を見させていただきたいと思っております。以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  症状等は他の病名と同じような、他の病気もあるわけなんですが、こういうことも

考えられるんですよという、やっぱりその情報提供というのは必要じゃないかなと思

いますので、今後よろしくお願いしたいと思います。 

 次に移らせていただきます。 

 読書環境の整備について、でございます。 

 筑前町は、本当に親と子の、子どもの読書活動をはじめ、以前からすべての学校に

図書室を配置していただいたり、子どもの読書推進には本当に、たいへん熱心に力を

注いで来られたすばらしい歴史ある町でございます。 

 ブックスタートも４カ月児、また１歳半児と２回にわたって実施をされておりまし

て、たいへんありがたいことだと思っております。 

 まず、小・中学校の子どもが１カ月間に読む平均の読書冊数を、お尋ねをいたしま

す。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 まず、１カ月の、それぞれの学校の貸出冊数並びに町のコスモス図書館とめくばー

る図書館での貸出冊数について、平均値をお知らせしたいと思います。 

 まず、過去５年間ということで、５年前と現在を比べてということで申し上げたい

と思います。 

 三輪小学校が、平成１９年度が５．２冊、２３年度が７．４冊、東小田小学校が、

１９年度８．５冊、２３年度が９．１冊、中牟田小学校、１９年度が７．８冊、それ

から２３年度が１０．６冊、三並小学校、１９年度が１４．４冊、２３年度が６．０

冊、三輪中学校、１９年度が１．７冊、２３年度が３．２冊、夜須中学校、１９年度

１．５冊、２３年度３．０冊となっております。 

 また、公共図書館のほうにつきましては、小学生の全体での平均利用冊数というこ

とでしております。こちらは１８年度と２２年度ということで集計をしております。 

 １８年度が３．３冊、２２年度が３．９冊、それから中学生ですが、１８年度が２．
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７冊、２２年度が３．３冊ということで、いずれの公共図書館それから学校等につい

てもですね、概ね冊数というのは伸びているような状況でございます。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  小学校におきましては、残念ながら冊数が減っている学校もあるようでございま

す。そしてまた、１人当たりの貸出冊数は多く、増加傾向にあるようでございますが、

今の数を聞かせてもらった限り、何か微妙だなというふうに感じたわけでございま

す。 

 それで、２つの図書館を持つすばらしい読書環境が整った筑前町でございまして、

町長もこの２つの図書館を維持していきたいという、強い決意を表明していただいて

おりますので、本当にこの件は引き続き、それを維持していただきたいというふうに

強くお訴えをさせていただきたいわけですが。 

 このように誇りとする筑前町の読書環境でございます。子どもの読書活動推進計画

というのは、子どもの読書活動の推進に係る法律に基づき策定することとされており

ます。 

 この策定についてなんですが、筑前町でまだされておりません。福岡県内を見ます

と、平成２１年３月３１日現在で、福岡６６市町村中、策定済みが２３、３４．８％、

作業中が１３、１９．７％、検討中が２２、３３．３％、検討せずが８で１２．１％

となっております。 

 ようやく策定の動きが出てきたわけなんですけれども、他の読書活動について、も

のすごく一生懸命取り組んできていただいたわりには、この策定に向けては他の自治

体に尐し遅れを取っているのかなというふうに、若干残念に思っているところでござ

います。 

 これから策定に向けて動きが出てきたようですので、今後の進捗状況なりスケジュ

ールをお尋ねしたいと思います。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 先ほど議員がおっしゃられましたように、国のほうで推進計画、基本計画を策定さ

れまして、それに基づいて各市町村で取り組みが進められております。 

 先ほど申されましたように、県内でも約半数ぐらいの自治体で、既に策定がされて

おるところです。 

 現在、本町におきましては、２４年度末を目途に策定に向けて準備を進めておると

ころでございます。 

 子どもの読書活動につきましては、子どもが言葉を学び、感性を磨き、表現力を高

め、想像力を豊かなものにし、人生をより深く生きる力を身につけていく上で、欠く

ことのできないものであるということから、すべての子どもがあらゆる機会とあらゆ

る場所において、自主的に読書活動を行うことができるよう、積極的にそのための環

境の整備が推進がされなければなりません。 

 そのため、地方公共団体としては、その地域の実情を踏まえ、子どもの読書活動の

推進に関する施策を策定し、実施しなければならないというふうに考えております。 

 現在、策定へ向けた事前準備といたしましては、読書活動の状況等を踏まえるため

の実態調査を現在行っております。 

 子どもの、乳幼児の保護者、それから小学生、中学生を対象に、アンケート調査を

２月からですね、現在実施をしております。 

 今後は、４月以降になりますけれども、子ども読書活動推進協議会を設けまして、

２４年度末に向けての策定作業をしたいと思っております。 

 その後、この協議会については、その後の推進とか評価等についても行っていくと
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いうことで、進めてさせていただきたいというふうに考えております。以上です。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  ２４年度末を目途に策定をするということで、今、着々と準備が進められて、実態

把握もされているということでございます。 

 そしてまた、数値目標とかチェック評価ということも、その中で進めていかれると

いうことの説明でございましたので、しっかりと取り組んでいただきたいと思いま

す。策定に向けて頑張っていただきたいと思います。これで終わります。 

 次に、新成人に記念贈本を、ということでございまして、成人式でいろいろな記念

品等が新成人の方に贈呈されておりますが、これまでどのようなものが贈呈されてき

たのか、予算はどのくらいかけられているのか、お伺いいたします。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えいたします。 

 本町の新成人への今年の記念品につきましては、集合写真と、それからマグトール

というものを贈っております。 

 集合写真につきましては、１枚当たり大体６００円程度かかっております。 

 マグトールというのはマグカップみたいなものですけれども、約１，０００円の品

物でございます。 

 この集合写真以外の記念品につきましては、成人式の実行委員会を組織しておりま

すので、その実行委員さんの意見、要望を聞きながら決定をしているところでござい

ます。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  当然、若い実行委員の方たちが主体者となってですね、こういった様々な角度から

成人式を作り上げておられるということは、私も理解しております。 

 マグトールが１，０００円ということでございますが、今、大人になればなるだけ

ですね、やはりどうしても活字離れと言いますか、読書離れというのが増加傾向にあ

るというふうに言われております。 

 ２０１０年の国民読書年に合わせまして、若者に読書に親しんでもらおうというこ

とで、財団法人出版文化産業振興財団、ＪＰＩＣと言いますが、文化人や著名人が選

んだ書籍２０冊のうちから１冊を新成人に贈る二十歳の２０冊事業を始めておりま

す。徐々にではありますが、全国に尐しずつ広がりつつあるわけですが。 

 この自治体負担費用が、１人当たり１冊８４０円、税込ということでございまして、

また、そこにはブックリストとか栞とかも合せて一緒になっているということなんで

す。 

 やはり若い、これから本当に大人として地域を、そして未来を担っていただく新成

人の方に、読書を通じて新たな社会人として成長していっていただきたいなという思

いで、私、今回、この二十歳の２０冊ということで、新成人に記念贈本を、という提

案をさせていただいているわけなんですが。 

 実行委員の中で、これは十分また検討と言いますか、意見が出されることだとは思

いますが、このことについての見解をお伺いしたいと思います。 

 できましたら、ぜひ、こういうことも、本を新成人の記念品としてどうですかとい

うようなことも、実行委員の中に届けていただきたいなという思いでございます。 

 議  長  生涯学習課長 

生涯学習課長  お答えさせていただきます。 

 県内の状況をまず申し上げますと、県内６０市町村のうち記念品を贈っているとこ

ろが４３の市町村です。そのうち書籍を贈っているところが２自治体あります。芦屋

町とみやこ町でございます。 
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 記念品の他ですね、どこの市町村もそうなんですけれども、関係機関からいろんな

書籍とか小冊子、パンフレット等が送ってまいります。 

 どういったものが贈ってくるかと申しますと、例えば、「知っておきたい選挙の知

識」とか、あるいは「消費トラブル回避のマニュアル」でありますとか、「二十歳か

ら始める生活習慣改善」とかですね、「健康への７つの戒め」とか、「１４０文字の福

音」とか、そういった様々な冊子が送られてきておりますし、それも一緒に成人式の

ときにすでに配布をしております。 

 新成人にとって役立つ書籍や人生の糧となるいろいろな書籍を贈るということは

ですね、非常に有意義であろうというふうに考えております。 

 これまでも様々な機関等からですね、先ほど議員が言われました二十歳の２０冊と

いうことにつきましても、昨年からそういうパンフレットも、私どものほうに届いて

おりますし、それ以外にも「新社会人のビジネスマナー」であるとか、あるいは「お

酒と健康」とか、そういったいろんな書籍の案内も実際にあっておりますので、これ

らも含めてですね、来年度また記念品、そういった書籍を含めて、どういうものがい

いのかですね、また、実行委員会のほうで十分要望等を出していただいてですね、検

討をしたいというふうに考えておるところでございます。以上でございます。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  この二十歳の２０冊なんですが、これは、２０冊の中から新成人となられるご本人

が、自分はこの本がいいなということで申し込みができるわけです。 

 ということは、自分が自主的に選んだ本であるということは、新成人の記念として、

やはりそれは様々にございますでしょうけれども、これは、自分が新成人のときに自

ら選んだ本なんだということがですね、やはりずっと後々年を重ねていく中で、意味

が深まってくるんじゃないかなと思います。 

 そして、これをきっかけに、今まで読書になかなか馴染めなかった人も、読書が推

進するというか、読書のきっかけ作りになってくるんじゃないかなというふうに思い

ますので、当然、実行委員会の中での検討と思いますが、ぜひ、この件もその中に入

れていただきたいと思います。 

 次に移らせていただきます。 

 エネルギー政策について、町長にお伺いいたします。 

 エネルギーの地産地消については、日頃から町長ご自身もたいへん関心を持ってお

られ、積極的な取り組みを考えておられることだと思います。 

 自然エネルギーは、太陽光を小水力、風力、バイオマス等々あるわけなんですが、

経済産業省自然エネルギー庁が推進しております次世代エネルギーパーク、これが全

国で４１件計画が認定され、今、広がりを見せているとも聞いておりますし、北海道

の芽室町では２００９年に、地域新エネルギービジョンの策定をされたというふうに

も聞いております。 

 この地産地消エネルギーの転換と言いますのは、一朝一夕にはいかないということ

は、私も十分理解しておるものでございますが、この筑前町において、いかなるエネ

ルギーの利活用が可能であるのかという研究と言いますのは、これから先の自治体の

戦略として、十分に研究に値するものであると考えております。 

 利活用可能なエネルギーの見通し、今後の戦略なり、町長が将来ビジョンとして描

かれておることについて、お伺いをいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。  

 地産地消につきましては、私は、エネルギーに限らずすべての分野で地産地消は大

いに推進すべきだと考えております。 
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 地産地消といえはですね、今、農産物直売所が地産地消ということで活況を呈して

いる地域もございますけれども、やはり農産物直売所にしても全国多く、そういった

システムが確立すべきでありますし、エネルギーにつきましても、やはり地産地消と

いう事業として推進すべきだと考えております。 

 本町におきましても２年ほど前、夜須高原で風力発電のテストがなされておりま

す。そのおりに、今の風力発電の装置では、なかなか風力が不足であるというような

調査結果を、町のほうにも報告書をいただいたところでもございます。 

 しかしながら、技術も日進月歩でございます。様々な技術が進めばですね、ぜひエ

ネルギーについても様々な取り組みをやっていきたいと、やるべきだと考えておりま

す。 

 本町の土地利用は、４割が農地でございます。３割が山林でございます。地域経済

は第一次産業、地域の産業が衰退することに疲弊してまいりました。そういったこと

からしましても、ぜひ地域産業振興のためにも、エネルギーという問題は、今後重要

になってくると、そのような認識でございます。 

 まだ、具体的なものはございませんけれども、まず、当面といたしましては、本庁

舎にソーラーシステムを設置いたしました。１６日には稼働を開始する予定でござい

ますけれども、そういったことで、住民の方にも、筑前町もしっかり、そういった再

生エネルギーに取り組んでいくんだという方向性を示させていただいたと、そのよう

に考えておるところでございます。以上でございます。 

 議  長  梅田美代子議員 

 梅田議員  先ほど申し上げました北海道の芽室町はですね、あずきのガラと言いますか、殻と

か、そういったものを活用したペレットと言いますか、そういうのも利用されている

ということで、筑前町は大豆の産地でございますので、そういったことも考えられる

んじゃないかなと思います。 

 もうちょっと私は、町長に期待した、答弁を期待していたんですが、ちょっと残念

で、これから徐々に将来像を描かれていくと思いますので、期待をさせていただきた

いと思います。 

 それと多目的運動公園広場の自然エネルギーの導入計画、尐し進んでいるのであれ

ば、お尋ねしたいと思います。 

 それと、町営住宅建設が予定されておりますが、これに伴う太陽光なりの自然エネ

ルギーの導入について、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 実際に事業を担当する立場からということで、お答えをさせていただきたいと思い

ます。 

 今、町長も触れられましたけれども、町では快適で住みやすい筑前町を実現するた

めに、公共施設や民間施設、住宅等における太陽エネルギーの導入など、新エネルギ

ー施策を計画的に推進する考えでございます。 

 平成１８年度に策定した新エネルギービジョン推進のイメージアップと、町の低炭

素化まちづくりを町民の皆様にお知らせするという目的も視野に入れながら、公園の

実施設計では、自然エネルギー活用の可能性及び手法と併せてランニングコスト削減

など、公園が省エネルギーに配慮した施設となるよう、具体的に検討をしたいと考え

ております。 

 併せて町営住宅ですけれども、これも新エネルギービジョンの趣旨を踏まえまし

て、建替えに際しましては、エネルギーの消費を抑え、環境に配慮した住宅の供給を、

建て替え工事の基本方針の１つと定めまして、基本設計及び実施設計にあたっており
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ます。 

 具体的には、エネルギーの消費を抑えて地球温暖化防止に配慮する住宅とするため

に、共用廊下、街灯及び住居内の廊下、照明にＬＥＤ照明を採用することといたして

おります。 

 また、屋上には太陽光パネル、３ｋｗ相当ですけれども、設置をして、共有部分の

照明に電力を供給しながら、入居者の共益費の負担軽減を図りたいと、そのように考

えております。 

 議  長  梅田美代子議員、時間が迫っておりますので、簡潔に。 

 梅田議員  はい、分かっています。 

 自然エネルギーの技術革新というのは急速に進展しておりまして、当然、費用対効

果等も考えないといけないと思いますが、率のいい補助金等をしっかり研究されて取

り組んでいただきたいと思います。 

 以上で、私の質問を終わります。 

 議  長  これにて、１０番 梅田美代子議員の一般質問を終了いたします。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 １１時３０分から再開いたします。 

 （１１：２４） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

（１１：３０） 

 議  長  １３番 河内直子議員 

 河内議員  通告に従い、順次質問をさせていただきます。 

 まず最初に、子どもたちの環境を取り巻く問題についてです。 

 １番目の、子ども手当の申請漏れについては、先ほど内堀議員のほうから質問があ

っておりましたので、重複しないよう質問をさせていただきます。 

 昨年１０月以降分の子ども手当は、支給のための特別措置法の成立で受給要件が変

わり、手当を受け取るためには、全員が市町村に新たに申請しないと、今まで受け取

っていた手当が受け取れなくなります。今月末までに申請すれば、昨年１０月からさ

かのぼって支給されることになっています。 

 ２月１５日付西日本新聞の報道によれば、厚生労働省は、２０の自治体のサンプル

調査の結果、推計で１１．２％の人が需給のための申請をしていないと発表していま

す。全国で１００数十万人の子どもに需給漏れの恐れがあると報道されていました。 

 自治体によっては、未申請は０から１８．９％ということでした。０の自治体もあ

ります。筑前町は２．２％、４８人ということでしたが、申請漏れが１人も出ないよ

う、さらなる努力をお願いいたします。 

 今回申請すれば、次年度以降の申請は必要ないのか、お尋ねいたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えいたします。 

 先ほど申されました申請状況でございますけれども、サンプル調査の一番最新版が

来まして、一番最高で７．９％があるようでございます。 

 次年度の申請でございますけれども、正確な資料を待ち合わせませんのであれです

けれども、確か次年度も申請は必要だったというふうに思っておりますが、すぐ調査

いたしまして、お答えしたいと思います。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  今回、平成２３年度分税金申告の際、子ども手当受給者ということで、１６歳未満
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は扶養控除から外されています。 

 未申請者は、当然手当は支給されていないのですが、未受給者の扶養控除はどうな

るのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  税務課長 

 税務課長  お答えいたします。 

 平成２２年の税制改正がございまして、地方税法が改正になりました。 

 その中に、所得控除、扶養控除がございますが、扶養親族という条文がございまし

たが、それが控除対象扶養親族という名称に変わりまして、１６歳未満の者を除くと

いうふうになりました。要するに、年齢によって扶養控除を外すということになりま

したので、手当を受けようが受けまいが該当しないということになります。以上です。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  子どもさんを保育所に預ける場合、保育料は、住民税あるいは所得税によって決め

られています。 

 子どもの扶養控除が外れた場合、年間所得が１，９４９千円までは単純計算で、扶

養控除１人３８０千円の５％、つまり１９千円が所得税として加算されます。 

 ３歳未満児の場合、上がり幅が１９千円、１０，４００円、１０千円と、特に大き

くなっている階層があり、階層のランクが上がった場合、保育料の負担は大変なもの

になるのではと思います。 

 収入は前年度と変わらない、あるいは下がっているにもかかわらず、子どもの扶養

控除が付けられず所得税が上がり、さらに保育料も上がる、こんな理不尽なことはあ

りません。対策が必要と考えますが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  こども課長 

こども課長  お答えします。 

 保育料につきましては、国の通達もありまして、税制改正前の２２年の所得税の算

出の方法で行いますので、今回の改正によって保育料が増額になることはございませ

ん。以上でございます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  すでにそういう対策をされているとお聞きし、一安心しました。 

 保育料の関係では、そういう配慮がされているということですが、町の様々な徴収

金は住民税、所得税を基準にして決められています。 

 国民健康保険税、町営住宅家賃については、そういう配慮はなされているのか、お

尋ねをいたします。 

 議  長  健康課長 

 健康課長  お答えします。 

 健康保険税につきましては、扶養控除の制度がございませんので、影響は出ないと

思っております。 

 先ほどの質問の件で、申し訳ございませんでした。 

 まだ、はっきりとした国の方針が決まっていないということで、はっきりとしたこ

とは申し上げられないというようなことでございます。 

 ただ、現況届なりの届けは必要になってくるだろうというような、今のところでご

ざいます。以上でございます。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 町営住宅については、所得税を基準には使ってはおりませんので、所得において算

定をしておりますので、影響は出て来ないと考えております。 

 議  長  河内直子議員 
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 河内議員  所得は、扶養控除とかも引いたのが所得だと思うんですけれども。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  課税所得金額が扶養等を引いた金額ということで、ご理解をいただきたいと思いま

す。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  分かりました。 

 それでは、次にですね、３番に行きます。 

 夜須中学校におけるクラブ活動について、お尋ねをいたします。 

 クラブ活動については、子どもたちの健やかな成長を育成する上でも、心身を鍛え

るということでも必要と考えているところです。 

 今回、夜須中学校におけるクラブ活動についてということで、２点ほどお尋ねをい

たします。 

 東日本大震災で打ちのめされた人々に勇気と感動を与えた、昨年のなでしこジャパ

ンの女子サッカーの世界一という快挙。残念ながら一昨日のアルガルベカップ２０１

２では、決勝戦でドイツに４対３と惜敗しましたが、その活躍には目を見張るものが

ありました。 

 筑前町でも年々サッカー熱は高まる一方で、スポーツ尐年団でも多くの子どもたち

がサッカーを楽しんでいます。 

 そんな中、保護者の方々から、夜須中にもぜひサッカー部を作ってほしいという声

が、多数寄せられています。 

 小学校時代スポーツ尐年団で、せっかく技術、技を習得し、中学校でそれを活かし

たいと思っていても、いざ中学校に入学したもののサッカー部がないというのでは、

あまりにもかわいそうです。 

 用地、顧問の先生の問題などあるかとは思いますが、三輪中には以前からサッカー

部があります。夜須中にもぜひサッカー部を創設していただきたいと考えますが、見

解をお尋ねいたします。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 議員ご指摘のように、夜須中学校にサッカー部をという声が上がっていることは十

分承知をいたしております。 

 以前も保護者からの要望があり、学校内で検討した経緯も承知をいたしております

し、今年度１１月に夜須中学校で行いました教育委員会と生徒とのスクールミーティ

ングの際にも、生徒から部創設の意見等を、頂戴をいたしたところでございます。 

 現在のところ部活動として、サッカーをしたい生徒につきましては、サッカー部を

有する三輪中学校への進学を認めている状況にございます。 

 部の創設や再編成を検討する際には、活動する場所と指導者が確保できるのか、ま

た、生徒が希望する部で活動したいという願いを満たすことができるのかという視点

が重要であると、そのように考えております。 

 現在、夜須中学校には、部の数は、男女別に数えますと２２ございます。そのうち

運動部が１８、文化部が４つでございます。 

 この数は、夜須中学校規模の学校では多いほうであり、生徒数も指導する教員も多

く、教員の平均年齢も現在ほど高くなかった時代から継承をされていると、そのよう

に認識をいたしております。 

 したがいまして、部を創設する場合についての方針や手順につきまして、現在、夜

須中学校にございます部活動運営方針、そこに部の創設等につきましては、しっかり

手順等を含めて明記する必要があるんではなかろうかと、そのように考えているとこ
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ろでございます。以上でございます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  三輪中に通っている生徒もいるということですが、子どもたちの通学上の安全を考

えた場合、１０分以上危険にさらされる時間が長くなることになります。 

 また、小学校６年間一緒に勉強、遊びに親しんできた友達とも離れ離れになってし

まいます。 

 教育委員会から学校への働きかけはできないのか、再度お尋ねをいたします。 

 議  長  大雄教育長 

 教 育 長  お答えいたします。 

 部活動の創設等につきましては、当然、活動の場所とか指導者確保の観点等が重要

でございますので、学校の主体的な判断に、教育委員会としては任せたいと、そのよ

うに考えているところです。 

 先ほど答弁いたしましたように、部活動の運営方針、指針、そういう中にですね、

部の廃部あるいは創部等についてもですね、しっかり明記するような形の指導は行っ

てまいりたいと、そのように思います。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  次に、人員割れした既存クラブについて、お尋ねをいたします。 

 クラブによっては団体競技のため、その人員が揃わないと試合に出ることすらかな

いません。 

 今年、夜須中のソフトボール部は、３年生が卒業した後、２７人いた人員が１５人

と激減し、このまま推移するようでしたら試合もできないという状況にもなりかねま

せん。今の１年生、２年生は、１年間あるいは２年間一生懸命頑張って来ています。 

既存の団体競技のクラブが人員割れした場合、そのクラブの存続はどうなるのか

を、お尋ねいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  私のほうからお答えさせていただきます。 

 現在、各部の部員数につきましては、部によって多尐はあるものの、現在、または

来年度におきまして、チーム編成が困難ということ、あるいは試合や大会等に出場で

きなくなるというような状況にはないというような、把握をしておるところでござい

ます。 

 先ほど教育長が申し上げておりますが、夜須中学校の部活動運営方針の中では、体

育部につきましては、新人戦において団体戦に出場できない部活動につきましては、

次年度に募集を行わないということ、また、文化部につきましては、部員が５名に満

たないときは、次年度の募集を行わないというような取り決めをしておるようでござ

います。 

 学校としましては、今後も生徒数の減尐と、それに伴う教職員の減員が進むという

ことが今後予想されます。そういうことから、部活動運営方針に基づいた措置を行っ

ていこうということになろうと思っております。以上でございます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  そういうことでしたら、新たに新入部員を募集しないということでしたら、もうそ

のクラブはますます寂れていく一方ですが、そうなったときには廃部ということにな

るわけですか。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 現在の夜須中学校の部活動運営方針の中では、議員が今おっしゃられたようにです

ね、この方針の規定どおりやっていくということでございますので、次年度に募集を
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行わないということで、廃部ということになると思います。 

 例えばですね、今年、１つの例でございますけれども、文化部で家庭部というのが

ございまして、現在３年生が２名、１年生、２年生は０ということでございまして、

規定でいきますと、部員が５名に満たないということで、次年度募集をしないという

ことであれば、もう全く０になりますので、廃部ということになります。以上でござ

います。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  そういった場合ですけれども、試合に参加する場合ですね、他のクラブからの応援

参加は認められているのか、可能なのか、お尋ねいたします。 

 議  長  教育課長 

 教育課長  お答えいたします。 

 可能ではあろうというふうには思っておりますが、具体的な部分について把握をし

ておりませんので、今のところそういった状況にはないというふうに認識をしており

ます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  子どもたちの健やかな成長を願い、次の質問に移ります。 

 次に、暮らしと環境を取り巻く問題について、２点ほどお尋ねをいたします。 

 まず、１番目の、コスモスプラザ駐車場に夜間照明の取り付けをということですが。 

 今、毎月コスモスプラザを夜間利用させていただいていますが、行きがけはまだ日

が残っており、薄明かりがあり大丈夫なのですが、帰りがけは夜の帳が下り、ホール

入口しか照明がなく、他の利用者の方々と一緒になったときは、コスモス公民館前辺

りの駐車場を利用せざるを得ません。 

 ここは照明がついていなく真っ暗で、一緒にいた方が車止めに足を取られ、転んで

しまうということがありました。幸い大事には至らなかったのですが、骨折でもして

いたらと思うとぞっとします。課長も夜間の状態はご覧いただいていると思います。 

 他にも２、３、駐車場が暗くて困るという苦情も寄せられています。利用率が低い

中、毎日とは言いませんが、せめて夜間利用者があるときは、ぜひ駐車場を照らす照

明を取り付けていただきたいと思いますが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  お答えいたします。 

 今現在、コスモスプラザの駐車場の夜間照明でございますけれども、駐車場の西側

に３基水銀灯、それから北側に１基、それから、先ほど議員申されたように、ホール

の入り口付近を付けておるわけでございます。 

 夜間に私も現場を見たわけでございますけれども、建物側が非常に暗いなというこ

とで思っております。 

 言われましたように、縁石とかですね、車止めの、ああいうのがちょっと見にくい

状態にあるようでございますので、夜間に生涯学習館で講座等があっております場合

については、保健館の前にキャノピーがございます。あそこのダウン水銀灯をつけた

ら相当明るくございますので、そこをつけたいと考えております。現在、運用をやっ

ておりますけれども。 

さらに、今度は大ホールで大きな催しがあるところについては、もう１つ向こうの

キャノピーまでをつけて、安全策を取りたいというふうに考えております。以上でご

ざいます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  大きな事故になってからでは遅すぎます。利用者に気持ちよく施設を利用していた

だくためにも、よろしくお願いいたします。 
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 次に、みなみの里について、２点お尋ねします。 

 まず、炭焼窯についてです。 

 炭焼窯はみなみの里を訪れた方々が、入口で炭を焼く煙がたなびく農村の一風景と

して設けられたと認識しています。 

 それが、開業をいくらも経たないうちに天井が落ち、炭を焼く煙に苦情が相次ぎ、

そのまま放置されたままになっています。 

 天井は修復されたものの、窯の周囲は草が伸び放題で、景観としていかがなものか

と思われます。何らかの対策が必要と考えますが、見解をお尋ねいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  私のほうから回答させていただきます。 

 現状といたしましては、今、議員お話のとおりでございまして、炭焼窯は解体する

方向で考えておりまして、解体後の敷地の利用方法につきまして、現在検討をしてい

るところでございます。以上でございます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  社長としての、町長の、その炭焼窯にかけた思い、その見解をお尋ねいたします。 

 議  長  田頭町長 

 町  長  お答えいたします。 

 社長でありまして、町長でございます。町長としての意見を述べさせていただきま

すけれども。 

 あの登り窯は、やはり山里にある直売所が、昭和３０年代の農風景をイメージする

もののシンボル的なものになればという思いでございました。 

 まさに規格品でない手造りの代物でございます。地域の、砥上区の方々にたいへん

な努力をしていただいて、つくっていただいたものでございます。 

 しかしながら、実際窯を焚いてみますと、煙がたなびきまして、人家に非常に悪臭

等の影響を与えるということが判明いたしました。 

 そのことで、残念ではございますけれども、あそこで窯を焚くのは問題があろうと

いうことで、今は焚いていないわけでございます。 

 ただ、あの道路沿いにですね、よりシンボルティックなものが必要だと考えており

ます。あれが撤去いたしますけれども、その後はぜひ、皆さんで知恵を出し合ってで

すね、あの施設にふさわしいものを何かつくり上げていきたいと、そのように考えて

いるところでございます。以上でございます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  次に、木酢園について、お尋ねをいたします。 

 以前、最初に植えた木酢がほとんど枯れてしまい、植え替えをしていただいたとこ

ろですが、先日、木酢園のほうに回ってみますと、どうもあまり生育が良くないので

はと感じました。 

 実際、植え替えた木酢は順調に育っているのかどうか、現状をお尋ねします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  私のほうからお答えいたします。 

 木酢園は、平成２１年度に一部植え替えを行っておりまして、大小合わせまして２

０数本植わっているような状況でございます。 

 桜につきましても、昨年度から咲き始めまして、花見客も見られるようになってま

いりましたので、木酢がもう尐し成長しまして、実がなりますまでもうしばらくお時

間をいただきたいというふうに思っております。 

 また、ひまわりやコスモスの開花時期には、木酢園にお弁当を持ってピクニックを

するお客様や保育園も見られます。 
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 お客様の憩の場となっておりますので、さらなる有効、高度利用について、研究し

ていきたいというふうに考えております。以上でございます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  あそこの木酢園のところの土壌なんですが、公共下水道工事で出た残土と聞いてい

るんですが、その土壌自体問題はないのか、お尋ねをいたします。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えをいたしますけれども、土壌調査まではちょっとやっておりません。以上で

ございます。 

 議  長  河内直子議員 

 河内議員  今、木酢を使った加工品がたくさん開発されています。木酢園で木酢狩りを楽しん

でいただくという構想もあったと思います。 

 その構想を実現させるためにも、ぜひ土壌の調査をして、木酢が立派に育つようお

願いをいたします。 

 旧篠隈保育所から移設した藤棚は立派に根付きました。これから暖かくなるにつ

れ、買い物だけでなく建物の周りを散策される方々も増えていくのではと思われま

す。 

 訪れた方々に不愉快な思いを抱かせないためにも、早急な対応をお願いし、私の質

問を終わります。 

 議  長  先ほど河内議員の夜須クラブの活動の件で、教育課長から発言の申し出があってお

りますので、これを許可します。 

教育課長 

 教育課長  先ほど河内議員のほうからですね、クラブ活動にメンバーが足らないときに、他の

部からの応援というか、可能かというようなことでございましたが、ちょっと訂正を

させていただきたいと思います。 

 基本的にですね、中体連の大会につきましては、日程が同一日であるため、他の部

員の応援は不可ということでございます。 

 ただし陸上関係につきましては日程が異なるということで、学校内選抜で参加をし

ているというような現状にあるということでございます。 

 クラブ入部以外の生徒の場合については、現時点において、そういった、実際にそ

ういうクラブに入ってない子をですね、勧誘するというか、そういったことはしてい

ないというようなことでございます。 

 高校のようにですね、クラブごとにメンバーが登録されているというようなこと

は、中学校においてはないということでございますので、日程等が重なってなければ

ということでございますが、今申しましたように、陸上以外については、原則不可と

いうような取り扱いをしているということでございます。以上です。 

 議  長  これにて、１３番 河内直子議員の一般質問を終了いたします。 

 休  憩  

 議  長  ここで、休憩をいたします。 

 午後１時３０分より再開いたします。 

 （１２：００） 

 再  開  

 議  長  休憩前に引き続き、一般質問を行います。 

 （１３：３０） 

 議  長  ９番 一木哲美議員 

 一木議員  通告に基づきまして、質問をさせていただきますけれども。 

 私は、このたび３件の質問を、用意をさせていただいておりました。 
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 ３番目の、やすらぎ荘入口交差点改良につきましては、取り下げをさせていただき

ますけれども、私の質問に対します考え、趣旨というのがございましたけれども、こ

のやすらぎ荘入口の交差点改良につきましては、合併以前から考え、計画等がござい

まして、防衛省関係の篠隈・下高場線の道路もきれいに完成いたしました。 

 あと残すは、このやすらぎ荘入口交差点の改良ということでございまして、先には

町長のほうからも、まちづくり交付金等で三並へ上る道路等の改良等も含めてです

ね、計画を進めていきたいというふうな説明を受けておったと思います。 

 そういったことで、私どももこの交差点の改良の必要性ということに対しては、強

く思いを一緒にするところでございます。 

 町の中心地であると、篠隈の信号、それから東へ進んだこの信号は、今では町の中

心的な役割ということでございます。 

 また、ここ最近では、交差点にはコンビニエンスストア、それからまた、横にはＡ

コープさんのスーパーマーケット、また先には薬局ということでですね、こういった

お店も進出をして来ていただいていますし、車の通りも、それらのお店に基づいて、

前よりも住民の方たちの車の利用も増えてきているというふうに感じるわけでござ

います。 

 そういったこと等で、右折帯がございませんので、どの方向から来る車においても

ですね、右折等の車が生じた場合は、交通渋滞等の原因で支障を来しているというこ

とには間違いないわけでございます。 

 そういったことで、町長をはじめですね、職員の皆さん方もこの交差点改良、私ど

もも１日でも早くというふうな、願いは一緒でございます。 

 そういった中で、この質問を上げさせていただきましたけれども、なにぶんですね、

この４方向は、土地の所有者の方がおいででございまして、なかなかお話等を進めさ

せていただいているけれども、なかなか現時点では、まだ大切な時期であってですね、

お願い等をさせていただいているというふうなことでお話を承っております。 

 話がですね、マイナス的な要因等が発生すると、また良くないということ等もお聞

きしまして、１年以内ぐらい先のうちにはですね、概ねまた、ある程度の見通しがつ

いていくんじゃないかなということで、この３番目の質問につきましては、今回取り

下げをさせていただきまして、また、先にお尋ねをさせていただきたいというふうに

考えますので、たいへん申し訳ございませんけれども、取り下げを３番目については

させていただきますので、その旨、先に申し上げさせていただきました。よろしくお

願いいたします。 

 それでは、順次、１番、２番ということで、質問をさせていただきます。 

 まず最初に、有害鳥獣駆除対策についてということで、質問をさせていただきます。 

 中山間地域とは、ということで調べてみました。 

 平野の外縁部から山間地に至る部分で、全国土の７割程度の面積を占め、総人口の

約１４％が居住する地域であるというふうに言われております。 

 中山間地域の農業は、傾斜地が多いなどの生産条件の不利性と生活環境等の定住条

件に恵まれていないことから、担い手不足による農業生産活動の停滞や地域社会の維

持の困難化に直面している状況にあると言われております。  

 加えて、特に、山間地域においては、鳥獣被害、イノシシ、シカ、サル等が増える

一方で、額に汗をなされて苦労して育てた農作物が、収穫時期までに多大な損害を受

け、農作物の生産意欲を損なう悲惨な状況である声を地域の人々から聞き、このこと

は町といたしましても、被害防止、抑止に向けて、さらなる取り組みが必要と考え、

質問をさせていただきます。 

 お手元に、議長のほうへご了解をいただきまして、写真のプリントを、裏表刷りで

ございます。用意をさせていただいております。 



 31 

 １面の上３つの写真と下が３つ載っておりますけれども、私も現地のほうで、状況

を自分でも把握をということで、写真を撮らせていただきましたけれども。 

 左の上のほうの写真は、バッテリーとソーラー発電機ということで、最近は、ソー

ラー発電機等を使って電気を発電しているということになって来ているようでござ

います。その状況と、右のほうが電気柵ですね、が設けられた水田でございます。 

 下のほうは畑でございますけれども、同じく畑も被害に遭いますので、電気柵を設

けておられる様子です。まん中の下のほうは、電気柵と、それから金網の柵を併用し

た様子でございます。 

 また、右の下のほうの写真は、トタンをずっと畑の周りに囲って使われているとい

うふうな様子でございます。 

 裏のほうの写真でございます。 

 こちらのほうは、三並の勝山地域の写真でございますけれども、左の上のほうは強

化ビニール、ポリスチロールと申しますか、で囲われた柵でございます。また、その

隣はビニールの紐ネットの柵ということでございます。 

 こういったものを個人でネットを張られて、侵入防止を図られてあるというふうな

ことでございました。 

 それから、下のほうにつきましては、同じく坂根の地域でございますけれども、電

気柵と防護トタンということで、併用されてございます。 

 右下のほうは、トタンを山裾のところにずっと設置をされておりますけれども、や

はりなかなか傷んだり古くなったりということで、なかなか抑止には十分できないと

いうことで、その下のほうには電気柵もございますけれども、老朽化してなかなか傷

んできているというふうな状況でございます。 

 写真のほうを見ていただきながらということで、用意をさせていただきました。 

 こういった中山間地域の状況を、私も写真撮影しながら見させていただきました。

かなり、定かではございませんけれども、耕作を放棄されたような様子の田畑等が見

受けられます。特に山裾辺りですね。 

 そういった耕作放棄ということで、荒廃をしていきますと、なかなか、また稲作と

か、いろんなそういった農作物が作れなくなっていくというふうな、たいへん厳しい

現実、そういった状況を感じてきているところでございます。 

 そういったことでございますけれども、まず、１点目の質問でございます。 

 本町における有害鳥獣による被害状況の推移ということで、一番直近の状況と、尐

し前と、どういうふうにその状況が推移してきているかということあたりを、ご説明

を求めたいと思います。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 本町の被害状況の推移というようなことでございますけれども、平成２１年度それ

から平成２２年度のイノシシとシカの被害状況といたしましては、平成２０年度の被

害額で言いますと、被害品目が水稲、豆類、タケノコ、栗、杉、ヒノキで５，７１５

千円。平成２２年度は２，４９６千円となっております。 

 ２３年度につきましては、現在、タケノコ等の関係がございまして、今、集計中で

ございます。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  ２１年度、２２年度ということで、被害金額的には尐なくなっているということで、

まだ、直近状況が、まだ年度末まで到達してないということで、金額的には尐ない金

額になっているのかなと思われますけれども。 

 昨年と同様、またそれ以上に被害が広がっていくものじゃないかなというふうに感
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じるわけでございます。 

 私も福岡県の農林水産部、園芸振興課果樹係へ尋ねてみました。 

 県内の被害額は１５億７千万円くらいということで、そのうち農産物の被害が１２

億円であり、イノシシ、シカは増えているというふうに説明を受けたところでござい

ます。 

 朝倉農林事務所にもお尋ねをさせてもらいました。被害状況ということで、２２年

度全体で２億５千万円くらいの被害が発生しているということで、説明を受けまし

た。 

 主な被害はカラス、鳥、ハトとかイノシシとかですね、ございますけれども、今申

しましたように、県内またこの甘木・朝倉の管轄内でもですね、かなりな被害が発生

していると。これもやはり、この被害額もですね、金額も増えているというふうな説

明でございました。 

 そこでお尋ねをさせていただきますけれども、２つ目の質問は、本町の猟友会とい

う組織がございます。この猟友会についての組織の現状と駆除の状況等ということ

で、まず、お尋ねをさせていただきたいと思います。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 猟友会は、日本国内における狩猟者のための公益法人というふうにございまして、

狩猟道徳の向上それから野生鳥獣の保護、有害鳥獣駆除及び狩猟の適正化を図り、狩

猟の健全な発達と生活環境の改善に資することを目的とした団体でございます。 

 筑前町では、この猟友会のメンバーの方々に、筑前町有害鳥獣駆除対策協議会の駆

除班となっていただいております。 

 状況としましては、会員さんは実数で２１名おられます。この方々を銃器班、それ

から鳥班、箱ワナ班と分かれていただき、活動をしてもらっております。 

 複数のかけもちになりますけれども、駆除活動をしてもらっているような状況でご

ざいますけれども、延べ人数といたしまして３７名というふうになっております。以

上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  この猟友会の所属される人員も、今、説明を受けたわけでございますけれども、や

はりこの会員の方も尐なくなってきているんではないかな、というふうに思われるわ

けでございます。 

 そういったなかで、こういった会員の方たちはですね、それこそ山の奥まで足を踏

み入れていただきながら、そういった有害鳥獣の駆除ということで当たっていただい

ているわけでございますけれども。 

 なかなか駆除が、はっきりと２２年度なりですね、どれだけの駆除ができましたと

いうことあたりの実態ですかね、このあたりというのは、把握はなされてあるかとは

思われますけれども、そういった状況について、尐し説明を求めたいと思います。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 本町の駆除の実数と言いますか、そういうことかと思いますが。 

 本町は、年度ごとに年間を通じての有害鳥獣駆除計画を建てておりまして、駆除を

行っております。 

 捕獲数といたしましては、平成２１年度でイノシシが２５頭、それからシカが１頭、

平成２２年度はイノシシが３６頭、シカが５頭となっています。２３年度は、まだ年

度は終わっておりませんが、２月までの現在でイノシシが２４頭、シカが１頭という

ことです。 
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 これは、あくまでも有害鳥獣対策での捕獲数でございまして、この他に狩猟期間と

いうのがございます。１１月１５日から翌年の３月１５日まででございます。その捕

獲数は含まれておりません。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  狩猟期間は含まれていないということで、これよりも増えるということになるわけ

でございますけれども。 

 そこで、本町の駆除、捕獲対策への取り組みと被害予防の成果についてということ

で、尋ねさせていただきますけれども。 

 問題、課題ということで考えた場合に、１つは駆除、捕獲対策が上げられると思い

ます。駆除、捕獲が１つと。 

 それから、農作物などの被害ということで、写真でも見ていただきましたように、

電気柵等の侵入防止等の設置等の対策、２点が上げられるんじゃないかな、というふ

うに考えるわけでございます。 

 有害鳥獣は全国的に、筑前町を含めまして自然増の一方であり、これまで以上の駆

除、捕獲ができないと、被害範囲もさらに山間部から中間地域へ拡大し続けていきま

す。また、既に拡大が、範囲が広まっております。 

 対策として、箱ワナの増設等が、先ほど尐し触れられたかなと思いますけれども、

今現在、どのくらい設置等をされてあるものか。 

 それから、もう１つは、この１１月１５日から３月１５日までが狩猟の期間という

ことですけれども、猟友会の方あたりを中心に狩猟をされてあるということでござい

ますけれども、プロの、こういった駆除をされるような方を含めてですね、対策の強

化が必要じゃないかな、というふうに考えるわけでございます。  

 増える一方でありますし、駆除、捕獲をしていかないとですね、こういった電柵等

をですね、被害抑止ということで設置をしても、どれも元を断っていくことがいかに

大切であるかということを、考えていかなければならないと思いますけれども、その

あたりについての考え方はどのようになされておられるものか。 

 先ほど申しましたように、具体的な捕獲は、箱ワナ等の設置はどのくらいなされて

あるかということと、プロの駆除員等の、雇ってでもですね、対策の強化等が必要じ

ゃないかと思われますけれども、そういったことについての見解を求めたいと思いま

す。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 まず、箱ワナの設置状況でございますけれども、現在、１５基ほど貸し出しをして

おりますし、平成２３年度も９基購入をいたしておりまして、箱ワナ班について貸し

出しを行っているという現状でございます。 

 それから、プロの人、人材育成と言いますか、そういうような形でのお尋ねかと思

いますが。 

 現在、ＮＰＯ法人として登録されましたグループ、団体があるようでございまして、

そういうプロの集団の方に駆除を行ってもらっている地域もあるように聞いており

ます。県下でもあるようでございます。 

 しかし、地元有害鳥獣の駆除班との、どうしてもトラブルが生じてきているような

状況があるというふうに伺っております。 

 そういうようなことで、本町にそういうようなことが合致するのかというようなこ

ともありまして、どうしても私ども駆除班という形を前面にお願いをしております関

係で、本町に馴染まないのかな、というようなことも考えております。以上でござい

ます。 
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 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  猟友会の方々が、そういったプロの駆除的な方と馴染むか馴染まないかというの

は、お尋ねされたものかどうか分かりませんけれども、そういった必要性を感じるわ

けですよね。  

 だから、猟友会の方で、年々、毎年増加するこういった鳥獣の駆除がですね、きち

っとやはり対応、対処なされて、そして、もう増えていませんよと、尐なくなってい

ますよということであれば、いいのかなというふうにも考えられるでしょうけれど

も。毎年増えてきているといった中で、猟友会の方も限られた方で、お歳を取られて、

体力とかいろんな状況等がですね、やはり生じて、段々猟友会の方も尐なくなってい

くということになってくると、やはりそういった専門的な方をお願いしてでも、こう

いった駆除対策を考えていかなければいけないんじゃないかなと思うんですけれど

も。どうなんですかね、その辺りの今後の考え方としては。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 確かに、そういうふうなお考えもございますので、県下でもそういうふうにあって

いるというようなことは、現実でございますが。 

 今後、そういう駆除班の高齢化に伴います担い手の育成というような形では、現在、

有害鳥獣被害対策という制度がございます。そういうものも考えながらですね、被害

防止計画を策定しながら、平成２５年度に向けて計画を立てていかなければいけない

かとは思っております。 

 その他にもですね、よそでもあっておりますけれども、市町村の職員や農協の職員

さん方、それから農家の、自ら対策をされる方への箱ワナの免許取得というようなこ

とも、考えていかなければいけないのかなと思っております。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  今後の課題であることは間違いないということでございます。 

 いろいろと検討をなさっていただきながらですね、今、申し上げました、お尋ねさ

せていただきましたようなことも含めてですね、ひとつ捕獲なり、そういった駆除と

いうことで取り組んでいく必要があるんじゃないかなと思います。 

 次に、進めさせていただきます。 

 被害地域の住民の方からの要望についての取り組みについてということで、質問を

させていただきます。 

 本町の山間地域にある櫛木、三箇山、坂根地域の住民の方々から、被害状況や対策

の現況等について話を伺いました 三並の勝山のほうも含めましてですね。 

 これらの地域においては、過去１０年から１５年前にイノシシ、シカからの農作物

の被害防止として、電気柵を設置された経緯があるというふうに伺いました。 

 年数が経ちまして老朽化した電気柵等の改修あるいは新設を、本町では平成２２年

度に実施をされたということで、伺っておりますが、この事業は、鳥獣による農林水

産業等による被害の防止のための特別措置に関する法律ということで、鳥獣被害防止

特措法が平成１９年１２月に制定された国の事業と思っております。 

 国によると、有害鳥獣の捕獲数が１０年前と比較して、イノシシが４．５倍、ニホ

ンカモシカは２．２倍、ニホンザルは１．６倍、川鵜は４倍に増加していると報告さ

れております。 

 ２２年度に実施、取り組まれました町の対策事業についての説明、地域のそういっ

た範囲とかですね、どういった内容についてということで、説明を求めたいと思いま

す。 

 議  長  農林商工課長 
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農林商工課長  お答えいたします。 

 まず、町民の方々からの、イノシシ、シカの相談、要望につきましては、先ほども

ちょっと申し上げたかもしれませんが、それぞれの班に班長さんがおいででございま

す。班長さんを通じまして捕獲の依頼をしているところでございます。 

 先ほどもおっしゃいましたけれども、平成２１年、２２年度に電気柵による駆除の

補助事業を、三箇山、櫛木、山隈地区に、延長で５，８００ｍ、事業費といたしまし

て、１，７６０千円でございますが、実施をいたしました。 

 さらにご存じのように、農地・水・環境保全活動の事業を活用しまして、３地区で

電柵の設置をいたしているところでございます。これは、全額交付金になります。 

 さらに、箱ワナ９台、それから防鳥機を５セット、町で購入いたしまして、それぞ

れ貸し出しをしている状況でございます。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  今、２１年から２２年度にかけての町の事業として、そういった抑止的な意味合い

の事業を実施されたということでございます。 

 これは、町のほうの負担が１，７６０千円で、その地域の住民の方の負担はなかっ

たものか、国の補助金等は、これについてはどういうふうになっているものか、その

あたりについて、分かられましたら説明を求めたいと思います。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 先ほど申しました電気柵による三箇山、櫛木、山隈地区の補助事業につきましては、

町の支出が１，７６０千円というようなことでございまして、それぞれ地元からの、

３戸以上の農家のまとまりが必要ということで、２分の１の補助事業で行っておりま

す。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  これは、国の補助ももちろん出ているわけですよね、国の補助もですね。金額等が

ちょっと定かでないということかなと思われますけれども、相当額の国からの補助が

出ていると。分かりました。 

 それでは、質問を先に進めさせていただきます。 

 ２２年度に実施された、先ほどの鳥獣被害防止総合対策交付金事業ということにつ

きまして、町から知らせを受けていなかったと、受けなかったという地域もあるよう

でございます。知らなかったというふうにですね、あるようでございます。 

 先ほど申しました、私のほうからお話しさせていただきました、１０年か１５年く

らい前に設置した電気柵について尋ねてみました。住民の方へ。 

 この事業は、中山間地域の直接支払制度を活用した鳥獣被害、サル、シカ、イノシ

シなどによる耕作放棄地の発生を未然に防止するなど、農地が持つ多面的機能を確保

することを目的に、平成１２年度から導入された事業で、実施またはそういった設置

をされた電気柵であったんじゃないかなということでございます。そうであるものか

どうかはですね、担当課のほうが把握されてあると思いますけれども。 

 この地域において、電気柵ですね、いわゆる電柵が老朽化をいたしまして、イノシ

シなどが田畑に侵入し、被害が拡大しているということでございます。 

 そこで質問でございますけれども、町が、先ほどの２１年度から２２年度にかけて

実施されました事業は知らなかったというふうに申されておりますけれども、この鳥

獣被害防止特措法による事業を、こういった中山間地域等直接支払制度で実施された

ですね、事業された地域の方たちも、今、国のこういった補助の対策の制度で、そう

いった電柵等の設置ができるものかということでございますけれども、その点につい

てはどうなんでしょうか、お伺いをしたいと思います。 
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 また、この２１年度、２２年度のこの事業についてのですね、実施された経緯と申

しますか、どういった範囲の地域の方たちを、そういうふうなひとつ案内等をなされ

たということでですね、町の、いわゆる山間地域辺りを全部ご案内等をされてないみ

たいに感じられますけれども、そういった範囲を絞られたとかいうことあたりについ

ての経緯と、それから、先ほど申しましたように、この中山間地域等直接支払制度で

設置をされたところにもですね、今後、こういった国の制度を活用して事業が行われ

るものか、ということをお尋ねしたいと思います。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 まず１点目に、平成２１年、２２年にやりました電柵の事業は案内を受けていない

というところのご質問でございますが。 

 私どものほうとしましては、しているのではなかったかとは思っておりますが、そ

れは、まだ確認をしてみないと分かりませんが、地域の方には広くお知らせはしてお

ります。偏ってやったということはございません。 

 それで、２点目になりますけれども、中山間地域等直接支払の国の交付金の事業の

中で、老朽化している、今まで老朽化していたものができないかというご質問のとこ

ろでございますけれども。 

 中山間地域等直接支払交付金につきましては、集落の取り組みについて、国と協定

を結んで事業を行います。共同取り組みの範囲の中に、鳥獣被害対策というものもご

ざいます。集落の中での合意ができれば、それが可能でございます。 

 費用負担につきましても、交付金の中から全額支出ができるというようなことでご

ざいます。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  説明をいただきまして分かりましたけれども。 

 ぜひ、そういった地域の方にもですね、できるだけ早くご案内をしていただきなが

らですね、お願をしたいと思います。 

 質問を進めさせていただきますけれども、今後の対策計画ということにつきまし

て、でございます。国の補助事業への取り組みと情報の提供をということで、お尋ね

をさせていただきます。 

 まず、町では再度ですね、今後、中山間地域の鳥獣被害と対策の現況をつかまれて、

継続的な支援活動を行っていただきたいということを思っております。 

 また、国の補助事業等について、関係地域にもれなく情報を伝達していただき、適

切かつ効果ある事業の推進を図り、側面的に、特に山間地域の農業被害を抑止、なお

一層のバックアップをしていただきたいというふうに願います。 

 町全体、そういった関係地域に案内をされたんじゃないかな、というふうなご答弁

をいただいておりますけれども、その辺りは確認をいただきながら、聞き落としの住

民の方かも分かりませんけれども、確かに、その山間地域、山間部から中山間、尐し

ですね、すそ野へ下った地域辺りも、実際こういった対策等を講じられている、個人

的にもですね、方もおられますので、確かにそういった被害を受けている地域が拡大

しているということには間違いないと思いますのでですね、尐し範囲を広げてでも、

そういった対策の必要があるんじゃないかな、というふうに考えるところでございま

す。 

 ２２年度の事業で行った電気柵設置の効果は、お聞きしますと、あまり前と変わら

ないというふうな声も聞きます。 

 確かに、バッテリーとかソーラーのですね、そういった電気設備とか、いろいろ新

しくなりますと、効果が、その当時はあるでしょうけれども、また、その場所とかで
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すね、状況によっては、イノシシも、親のイノシシは電柵を見ると立ち止まっても、

小さな子どもはですね、中まで入ってくるとか、飛び越えて入ってくるとか、いろん

な状況等もあるようでございましてですね、あんまり効果が、確かにですね、上がっ

たというふうには感じないということも聞いております。 

 そういった事業を実施された後の結果ですね、成果、効果、このあたりもしっかり

とつかんでいただきながら、今後の指導に当たっていただきたいというふうに思いま

す。 

 最後にお尋ねをさせていただきます。 

 先ほどのプリントの写真の中にも、勝山地区のほうは、これは個人の方がですね、

強化ビニールの柵とビニールの紐のネットということで、策を講じてありますけれど

も。こういった柵に似たような金網の柵をですね、設置ができる業者の方が、この筑

前町にもおられるということでございますので、お尋ねをさせていただきます。 

 筑前町の森山にですね、お名前を申し上げますと、株式会社九州農業資材という会

社がございまして、ここではイノシシやシカが田畑に侵入することを防止することを

目的とした、獣害防止のフェンスの設置とか販売をされているということでございま

す。農業関係のハウスのパイプとかですね、いろんなそういった資材関係を作ったり、

設置されてある会社でございますけれども、今申しましたようなこともなされてある

と。 

 従来型の電気柵と比較すると、効果は非常に良いということで、福岡の県農業試験

場でも、そのことをはっきりと申されてありますよということでございます。 

 この獣害防止のフェンスの採用ということで、今後の課題かというふうに考えるわ

けでございます。 

 被害を受けられています地域住民への紹介を幅広くという前に、町のほうもそうい

ったことについてですね、一応検討していただく必要があると思われますけれども、

費用がどうなるかということもございますけれども、この点についての見解を求めた

いと思います。 

 議  長  農林商工課長 

農林商工課長  お答えいたします。 

 今、議員さん申されました会社にも、私どもも調査をいたしました。 

 フェンスで２００ｍを、電柵とフェンスと比べまして、電柵の場合は１０万円弱で

できます。フェンスの場合は、２００ｍ４５万、Ａタイプで。Ｂタイプになりますと

６０数万いたします。Ａタイプ、Ｂタイプというのは、１ｍの高さか２ｍの高さかと

いうことでございますけれども。 

 いろいろなとろも、隣の朝倉市も東峰村も相当な距離、やっているところがござい

ますけれども。 

 ちょっとお話を聞きますと、設置後の維持管理、例えば畦道でありますとか、法面

の草刈り等、維持管理にちょっと問題があるかというようなことも聞いております。

調査をいたしましたところでございます。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  私のほうが尐し前にですね、こちらの会社のほうでお尋ねをさせていただきました

けれども、課長のほうも出向いていただきまして、詳しく調べていただいたというこ

とでございます。 

 今のご説明では、費用がちょっと余計かかるかなということでございますけれど

も、抑止力ですね、そういったことから考えると、なかなかやっぱり電柵じゃ防げな

いということもあるようでございます。 

 このフェンスは値段が高いけれども、裾のほうがＬに折れ曲がっていて、ほとんど
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イノシシ等が侵入しないということも聞いているところでございます。 

 草刈り等の管理等は、電柵においてもやはり伸びないようにということで必要でご

ざいますし、また、こういったフェンスのすそ野のところ辺りはですね、草刈りがや

りにくいというところと、また、費用がかかるということでございます。 

 その辺りも含めてですね、やはりもう仕方ないなということにとどまらず、先ほど

の、フェンスも種類が、最近はですね、プラスチック製の強化の、こういった素材を

使った柵もあるようでございますしですね、いろいろと研究をしていただきながらで

すね、そして、この中山間地域でご苦労なされている皆さん方の鳥獣被害等が尐しで

も抑止できるような対策等を、なお一層ひとつ取り組んでいただきまして、幅広くそ

ういったご案内等を含めてですね、今後も取り組んでいただきますようにお願いをい

たしまして、次の質問へ進めさせていただきたいと思います。 

 次の質問でございます。 

 篠隈保育所旧跡地への町営住宅建設についてということで、質問をさせていただき

ます。 

 町営住宅の古いものは、昭和３７年に建設されたもので、経過年数としては５０年

であり、耐用年月３０年を大きく過ぎ、補修などを重ねて維持してきたのが現状でご

ざいます。 

 三輪地域においては、合併前から建て替え計画があり、新町団地など快適な町営住

宅が建設をされたところでございます。 

 合併を機に、町営住宅の建て替え計画が平成１９年３月に策定されまして、夜須地

区におきましては西部エリアとしてストック活用統合計画が行われました。 

 篠隈の旧保育所が、合併をしたあと、平成２０年３月には完成をいたしまして、場

所を変え建て替えができたところでございます。 

 私は、跡地利用といたしまして、平成２２年の６月議会の一般質問におきまして、

旧篠隈保育所跡地は、町営住宅建設の候補地として最適であるというふうに考えてお

りますがということと、その場合に、この場所へですね、町営住宅を建設した場合、

何世帯、何棟ほどが建設できるのかということで、質問をさせていただきました。 

 当時の都市計画課長答弁によりますと、町営住宅建設委員会に諮問し、検討・判断

を仰ぎたいということと、建設を計画する場合は、３階建てまでで高さが制限される

ということで、２４棟ほどが建設可能であるということを申されました。 

 その後、町営住宅建設委員会では、西部エリアの核となる団地を統合する団地建設

計画を推進して来られたところでございます。 

 昨年の６月定例会に３２，０００千円の補正予算を計上なされまして、測量及び基

本設計、実施設計を行われまして、平成２３年度には、昨年、建設に取り組む考えを

述べられたところでございますけれども、昨年３月１１日に発生をいたしました東日

本大震災などへの国の予算配分等の影響等がございまして、建設を１、２年先へ延ば

さなければならないというふうな説明を受けたところでございます。 

 町営住宅を利用されている住民の方たちは、１年でも早く、１日でも早く町営住宅

が建設をなされて、入居を待たれておられるところでございます。 

 国の予算見通しの下、町の予算措置を行い、先延ばしとなっている町営住宅建設を

早期に実現していただきたいというふうに、思いは、町長をはじめ職員の皆さん方と

私どもも一緒でございますけれども、町の財政、財源の見通しと建設計画、工程につ

いての説明ということで、質問をさせていただきます。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 財源と建設計画ということでよろしゅうございますでしょうか。はい。 

 財源の裏付けにつきましては、住宅建設事業実施に要する費用の財源内訳は、国か
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らの社会資本整備総合交付金約４５％、それと公営住宅建設事業債約５５％で賄うこ

とといたしております。 

 それから、建設年度につきましては、先ほど議員からのご発言もありましたけれど

も、震災の関係、それから事業量の平準化、それから町全体の財政計画を諸々の要因

から、昨年度見送りをさせていただいたわけでございますけれども。 

 今後の社会情勢等の変動により、事業料及び事業内容の精査、並びに事業年度の見

直し等の措置が必要な場合が、皆無とは申しませんけれども、現在、全体建て替え計

画といたしましては、５カ年を計画をいたしております。 

 初年度、２４年度当初予算に上げておりますように、篠隈団地建て替えの第１期工

事、２１戸。それから２年度といたしまして、篠隈団地の解体工事、３年度に篠隈団

地の第２期工事、それから第４年度に東小田団地の建て替え工事、最終年度に福島団

地、松延団地の解体工事と、この５年間を今計画をしておるところでございます。以

上です。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  今、課長の説明では、２４年度は篠隈団地２１棟という説明を受けたわけでござい

ます。 

 これまで４５棟、５０棟ぐらいが必要であるということ等の説明等も受けながら、

１期工事で４５棟、５０棟ぐらいを建設なされるべきですね、取り組みをされるもの

なのかなというふうに思っておりましたけれども、今の説明では２１棟建設をして、

その後の２期工事で解体と、篠隈団地解体と。 

 それからが２期工事、２期工事については、内容がどのような内容になるものか、

これもやはり篠隈団地ですか、今度建設なされます。この団地の２期工事ということ

で、同じくやっぱり２０数棟の計画なんでしょうか。その辺りについて、尐し説明を

求めたいと思います。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 概略の計画はできておりましたけれども、平成２２年度に町営住宅の建設委員会を

立ち上げていただきまして、その中でいろいろ検討していただきまして、委員長名で

答申を受けたところでございます。その中で、建て替えについての諸々の要件等を答

申をいただいておるところでございます。 

 それに基づきまして、建て替え戸数を６３戸ということで決定をいたしまして、そ

れで、基本設計、実施設計にあたらせていただいております。 

 初年度、篠隈団地には２１戸建設を予定しております。第２期工事として２１戸、

合せて４２戸、それから東小田団地のほうに２１戸、計の６３戸を建設したいという

ことで、今、建設計画をいたしておるところでございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  説明をいただきましたので、大体計画とともに状況が見えてきたわけでございま

す。 

 先ほどの財源の見通しといった中で、課長、説明をいただきました。 

 社会資本整備総合交付金が４５％ということで、これは、今度予算審査等ございま

すけれども、公営住宅の整備事業の中で、住宅建設費ということで新規ということで

すね、金額が示されてございます。 

 また、併せて、補助金が先ほどの金額、社会資本整備総合交付金ということで、補

助金が１３８，９６０千円ということと、あとは公営住宅建設事業費ということで１

６９，１００千円ということで、合せて３０８，１５０千円ということでですね、そ

ういった予算関係ということで、予算審査のほうでそういった説明等を受けるんじゃ
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ないかなと思ってましたけれども、その辺りについては、私も調べさせてもらってお

りました。 

 質問をさせていただくときが、そういったまだ前の段階でございましたので、今、

課長から説明を受けたところでございます。 

 それで、建て替えの計画戸数ということで、先ほど説明をいただきました。 

 部屋の間取りにつきましては、規模が３ＬＤＫと２ＬＤＫということで、全体で６

対４ぐらいの割合という形がいいんじゃないかな、ということで説明を受けていまし

たけれども、その辺りについての考えはどのようになされてあるものかということ

で、説明を求めたいと思います。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 それぞれ部屋の広さにつきましては、ファミリー向け、それから小規模世帯向けに

占有率区分して二通りにすることにいたしております。 

 家賃の上昇を極力抑えたいということの意味と、それから国の居住基準が変更にな

りましたものですから、それに合わせて、三輪地区の分につきましては、約７５㎡の

１戸当たりの面積でございましたけれども、今度の夜須地区の建て替えにおきまして

は、３ＬＤＫにつきましては約６３㎡、２ＬＤＫにおきましては約５０㎡で実施設計

をいたしております。 

 これも建設議会の答申で、できるだけ２ＬＤＫの比重を伸ばすようにということで

ございまして、第１期工事におきましては、２ＬＤＫを１２戸、それから３ＬＤＫを

９戸、計の２１戸の建設でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  分かりました。 

 建設後の入居者ということで、篠隈町営住宅の皆様方を優先的に計画なされるもの

か、その辺りについての考えはいかがでございますか、説明を求めたいと思います。 

 議  長  都市計画課長 

都市計画課長  お答えいたします。 

 第１期工事終了後、篠隈団地のほうを解体することにしておりますけれども、第１

期工事の分には篠隈団地の方に入っていただく、第２期工事につきましては松延団

地、それから福島団地の方に入っていただく、そして第４期になりますけれども、東

小田団地にはですね、一時移転をしていただく必要がございますけれども、東小田団

地の方に入っていただくと、そういう考えで事業を進めております。 

 今、計画しておる分の戸数の関係でございますけれども、篠隈団地の第１期工事、

２ＬＤＫが９戸、３ＬＤＫが１２戸、第２期工事におきましては、２ＬＤＫ９戸、３

ＬＤＫ１１戸、それと３ＬＤＫになりますけれども、身障者対応の分を１戸、そして

東小田団地におきましては、２ＬＤＫを１２戸、３ＬＤＫを９戸、計６３戸建設する

ということで予定をしておりますので、訂正をさせていただきます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  説明をいただきまして、よく分かりました。 

 当初ですね、昨年ということで取り組みをなされましたけれども、いろんな国の状

況等を町のほうも受けまして、先延びということでございますけれども。 

 具体的に実施設計までなされてございまして、目に見えてきたわけでございます。

実現に向けてさらなるまたご努力をいただきながらですね、完成が早くできますよう

にお願いしたいと思います。 

 もう１点だけ質問させていただきます。 

 ちょうど篠隈旧保育所のお店がございます。販売をされておられましたお店がござ
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います。から、西方向に入り込んでいきますと、旧篠隈保育所の正門がございまして、

この前ですか、入口、フェンスで囲ってございますけれども、フェンスと道路の間が

入口でございまして、前、車等も止めてあったりとか、いうことだったと思います。 

 町所有の土地ということで、これも保育所の一部ということみたいですけれども、

現在、建設資材等が置いてあるようでございますけれども、この辺りについてどうさ

れるものか、見た感じですね、尐しやっぱり町の土地であればですね、資材関係を置

いてありますけれども、あんまりきれいに置いてないなという感じも見受けられます

ので、町の土地であれば、その辺りの指導等もまた必要じゃないかなと思われますけ

れども、この土地は今後ですね、建設計画と併せてどうされるものか、また、そうい

ったところについてもですね、目を配っていただきながらですね、状況を確認いただ

きたいなと思います。 

 答弁を求めたいと思います。 

 議  長  財政課長 

 財政課長  現在、普通財産になっておりますので、財政課が管轄をいたしております。 

 今、仰せの土地でございますけれども、資材置き場として今貸し出しをしておりま

す。 

 若干散らかっているんじゃないかということでございますけれども、今年の中旪頃

に、ちょうど防火用水もございましてですね、防火用水の蓋の上に一部資材もかかっ

ておりましたので、その分の撤去と整理整頓をお願いしたいということで指導してお

りますけれども。  

 契約が今月末まででございますので、今月いっぱいには撤去していただくようにし

ているところでございます。以上でございます。 

 議  長  一木哲美議員 

 一木議員  町のほうも粛々と確実に、着々と計画等が進んでいるというふうに、説明を受けた

ところでございます。 

 いろんな課題等もございます。山間地域にもいろんな問題、課題等もございます。 

 また、中心地域もですね、住宅の建設の計画、また、交差点の改良の問題とか、い

ろんな計画等もございますしですね、また、職員の皆さん方、町長をはじめですね、

ご努力をいただきまして、いろんな問題が、課題が解決に向かって進んでいきますよ

うに願いまして、私の一般質問を終わります。以上でございます。 

 散  会  

 議  長  これにて、一般質問を終結します。 

 本日の日程は、全部終了しました。 

 本日は、これにて散会します。お疲れでございました。 

（１４：２７） 

 


